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平成 27 年７月６日 

 

◎依光委員長 ただいまから、危機管理文化厚生委員会を開会いたします。 

（10 時０分開会） 

本日からの委員会は「付託事件の審査等について」であります。当委員会に付託された

事件は、お手元にお配りしてある「付託事件一覧表」のとおりであります。 

日程については、お手元にお配りしてある日程案によりたいと思います。なお、委員長

報告の取りまとめについては、７月８日の委員会で協議していただきたいと思います。 

お諮りいたします。日程については、お手元にお配りしてある日程案によりたいと思い

ますが、これに御異議ありませんか。 

（異議なし） 

◎依光委員長 御異議なしと認めます。 

それでは、日程に従い、付託事件の審査及び報告事項を一括議題とし、各部局の説明を

受けることにいたします。 

《危機管理部》 

◎依光委員長 それでは、危機管理部について行います。 

最初に、議案について、危機管理部長の総括説明を求めます。なお、部長に対する質疑

は、各課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、御了承願います。 

◎野々村危機管理部長 それでは、今回提出しております議案と報告事項について概要を

説明させていただきます。危機管理部からは、補正予算議案１件と条例議案１件、報告事

項２件です。 

お手元にあります青いインデックス、危機管理部、議案説明資料の１ページをお開きく

ださい。まず、今回の補正予算は、南海トラフ地震対策の充実強化・加速化として地震火

災対策を推進するための予算として、829 万円余の増額をお願いするものです。地震火災

対策につきましては、昨年４月に高知県地震火災対策検討会を立ち上げ、専門家の御意見

をお聞きしながら検討を進めてまいりましたが、その取りまとめができましたことから、

先月 18 日に地震火災対策指針を公表したところです。この指針では、まず、個人の家から

火を出さないための出火防止。出火しても、個人が行う初期消火や地域が行う消火による

火災の拡大の防止。また、地震火災に対する消防力の充実といった延焼防止。さらには、

火災が拡大し、大規模火災となった場合でも住民の命を守るための安全な避難。これら３

つの視点から、県、市町村、また住民や事業者の方々が事前に取り組むべき具体的な対策

と取り組みの進め方を示しております。 

また、特に木造住宅が密集している市街地におきまして、地震の発生時の発生時刻や風

速、風向などの状況によっては延焼しているエリアを避けて安全に避難することが困難と
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なる可能性がある地区として 11 市町 19 地区、870 ヘクタールを地震火災対策を重点的に

推進する地区として位置づけました。この地区におきましては、市町と住民の皆様が一緒

になって地震火災対策計画をつくっていただきたいと考えております。計画の作成には、

まず、住民の皆様に地震火災の特徴や住民の皆様にとっていただきたい行動などについて

正しく理解していただくことが重要となりますことから、市町と連携し、重点推進地区の

住民の皆様に説明会を行います。さらに、地震火災のことについて取りまとめたリーフレ

ットを作成し、重点推進地区の全戸に配布することで周知を図ってまいります。そのため

のリーフレットの作成委託料について、311 万円余の増をお願いしております。また、地

域の住民の皆様には、地震火災対策の作成に参加していただくことで、地震発生時の火災

対策への取り組みについて御理解いただき、その上で重点推進地区の全戸に簡易型感震ブ

レーカーを配布したいと思っております。今回は、モデル地区として既に計画を策定して

います四万十市への補助金として 518 万円余をお願いしております。 

次に、条例議案としまして、資料③「条例その他」をお願いします。44 ページです。高

知県南海トラフ地震による災害に強い地域社会づくり条例の一部を改正する条例議案です

が、これは、児童福祉法の一部改正に伴い、関連する条項について改めるものです。 

このほか、報告事項が２件ございます。高知県強靱化計画案と高知県地震火災対策指針

についてですが、それぞれ担当課長から説明させていただきます。 

私からは以上です。 

◎依光委員長 続いて、所管課の説明を求めます。 

〈南海トラフ地震対策課〉 

◎依光委員長 初めに、南海トラフ地震対策課の説明を求めます。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 私からは、高知県南海トラフ地震による災害に強い地域

社会づくり条例の一部を改正する条例議案について説明をさせていただきます。 

資料④の議案説明書（条例その他）の４ページをお願いします。この条例は、南海トラ

フ地震から県民の生命や財産を守ることを目的としておりまして、南海トラフ地震対策を

計画的に行うため、県や県民、関係機関の役割等を明らかにするとともに、震災に強い地

域社会づくりを目指して、地震対策を推進していくために必要な事項を定めたものです。

条例議案説明書をごらんいただきたいと思います。今回、子ども・子育て支援法及び就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法

律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律が平成 27 年４月から施行となり、それによ

り児童福祉法が一部改正をされました。南海トラフ条例第 39 条は、その設置者または管理

者が要配慮者の安全性の確保等及び防災教育の推進に努めなければならない施設を整理し

ていますが、法改正に伴いまして、これまでの認可外保育施設のうち、一定の基準を満た

したものが家庭的保育事業等を行う事業所等になったことや、これまでの幼稚園及び保育
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所と同列の認可施設として、幼保連携型認定こども園が位置づけられたことから、条例を

改めるものです。南海トラフ条例第 39 条は、要配慮者の安全性の確保に努めなければなら

ない施設について規定をしています。今回の改正によりまして、例えば民間の参入も可能

となりますことから、規制は拡大していくことになると思います。 

私からの説明は以上です。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎吉良委員 認定こども園を含めて、具体的にどのようなことをやることになるんですか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 例えば安全性の教育だとか、そういったことの義務が課

せられることになります。 

◎吉良委員 よくわからないね。どういうことをするわけか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 例えば、ビルの一室とか事業者の居宅等で行うようなも

のが対象になりますので、そういったところにおける安全性の確保などが事業者に義務づ

けられることになると思います。 

◎吉良委員 ということは、設備の耐震を含めてということになるわけで。子供たちの教

育にかかわって避難訓練をするとか何とかじゃなくて、設備の整備も含めて努力義務が課

せられるということですか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 大きく言いますと、そうなるかと思います。 

◎吉良委員 ということは、財政的な資力が問われるわけですね。努力すると言われても、

それはなかなかできないところに対して県としてどのような財政的な措置を考えています

か。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 まだ財政的措置までは考えていません。事業者の努力義

務として、今回整理されたところです。 

また、避難とか救助活動、情報の収集及び伝達、初期消火といったことも要配慮者の安

全の確保のために必要な活動として、例えば手引書を作成したり、当該手引書に基づいて

訓練をしたり、発生直後に早期に事業も再開するような、必要な対策を行うように努めな

ければならないということになると思います。 

◎吉良委員 条例の実効性を求める上でも、何らかの形で財政的な支援ができることも考

えていただくように要望しておきます。 

◎坂本（茂）委員 関連して。一つは、財政的な支援のことで、個人の世帯においても、

家具転倒防止だとか自助に対する備えの部分での補助もあるわけです。そういった意味で

は、こういったところが、例えば窓ガラス飛散防止フィルムが張り切れていないとか、こ

の間ずっと公立の幼稚園、保育園ではそういった取り組みがされてきたと思うんですけれ

ども、これから努めなければならないと拡大されていくところでは、まだそういった備え

ができていないかもしれない。しかしそこを促進していくための財政的支援は、今、吉良
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委員が言われたように、具体的に出てくるだろうと思うんです。そこを加速化するために、

今後どう議論していくのかは、どうしても課題としてあると思います。その辺お考えにな

っていることがあったら教えていただきたいのが一つと。 

対象になった施設が県内にどれぐらいあって、そこで過ごしている乳幼児がどれぐらい

対象として県内においでるのか教えてもらいたいのが２点。 

３点目に、防災教育という点でいくと、そこの施設の管理者、あるいは職員などが防災

教育のスキルを上げていくための支援はどんな形でやられていくのか。例えば、学校の先

生方だったら、いろんな防災教育の場があるわけですけれども、こういった方たちに対し

ては、みずからがそういったことをやっていきなさいということだけなのか、あるいは研

修の場を設けていくとか、そんなこともこれからは考えていかれるのかどうか、その辺に

ついて。以上３点。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 まず１点目ですけれども、利用者の特性を踏まえて、南

海トラフ地震に対する施設の安全性を、できることはやっていこうというスタンスです。

今後、施設整備等に伴います財政措置については課題になってくるかと思います。所管す

る教育委員会、幼保支援課としっかり協議、検討をしていきたいと考えています。 

それと、２点目の施設につきましては、認定こども園が合計で県内 27 施設で、地域型

保育事業所については 14 施設ございます。これが新たに対象になるかと思っています。 

３点目、今後の課題、支援については１点目で御説明しましたので、今後、関係所管と

協議して検討させていただきたいと考えています。 

◎坂本（茂）委員 答弁漏れで、施策の対象となっている子供さんたちの数は。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 人数については把握していませんので、施設の数だけを

お伝えしました。 

◎依光委員長 ほかに。 

（な  し） 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

〈消防政策課〉 

◎依光委員長 次に、消防政策課の説明を求めます。なお、補正予算議案と関連しますの

で、報告事項の「地震火災対策について」もあわせて説明を行いたい旨の申し出があって

おりますので、これを受けることといたします。 

◎土居消防政策課長 消防政策課からは、第１号議案、平成 27 年度高知県一般会計補正予

算と地震火災対策についての報告事項の２件ですが、関連しますのであわせて御説明いた

します。 

右上に②とあります高知県議会定例会議案説明書（補正予算）の５ページをお願いしま

す。昨年度から火災の専門家によります検討会を立ち上げ、地震火災対策の検討を行って
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まいりましたが、このたび、市町村が取り組みを進めるための地震火災対策指針ができま

した。今回の補正は、その地震火災対策の取り組みです。 

「３、消防政策費」の右端、「説明欄」をごらんください。１つ目のリーフレット作成

委託料は、後ほど説明いたしますが、地震火災対策を重点的に推進する地区に地震火災対

策についての説明会を行い、説明会後に、地区の全世帯の皆様に地震火災対策について正

しく理解していただくためのリーフレットを配布することとしており、その作成経費です。 

次の地震火災対策推進事業費補助金ですが、昨年度からモデル地区として先行して取り

組みを進めてきました四万十市につきましては、地震火災対策計画が策定されましたので、

重点的に推進する中村地区の全世帯に簡易型の感震ブレーカーを配布するため、四万十市

に補助するものです。 

次に、報告事項の地震火災対策指針について御説明します。危機管理部の消防政策課の

インデックスをお願いします。南海トラフ地震から命を守るため、地震対策の基本であり

ます住宅や学校、病院などの建物の耐震化や家具の転倒防止などの揺れ対策、また、津波

からの避難路、津波避難タワーの整備や、津波浸水区域では揺れたらすぐに逃げるという

意識の啓発など、津波対策に取り組んでいるところです。今回、揺れ、津波に並んで地震

災害のもう一つの要因であります、地震火災への対策につきまして、具体的な対策やその

取り組みの進め方を地震火災対策指針として取りまとめました。これで南海トラフ地震か

ら命を守るための３つの大きな対策がそろったところです。 

まず、「地震火災対策の指針の策定」と書いた黄色の箱の中をごらんください。ここに

記載していますのは、地震火災対策の目的です。木造住宅が密集している市街地における

火災対策は、街路の整備や沿道の建築物の不燃化などによる延焼の遮断や、公園などのオ

ープンスペースを確保するといった長期的な対策により、まちづくりを進めることが基本

となります。しかし、南海トラフ地震の発生の切迫度が高まる中、今すぐにでも行える対

策を進めることで、地震が発生したときに懸念されます大規模火災から人命を守ることを

目的として、市町村が地震火災対策を進めていくための具体的な対策及びその取り組みの

進め方を示すものです。 

次に、指針のポイントをごらんください。この指針は４章立てで作成しております。第

１章は「地震火災対策指針とは」で、地震火災対策の目的、背景、地震火災対策を重点的

に推進する地区等を記載しております。この重点的に推進する地区は、記載していますよ

うに、11 市町 19 地区を位置づけました。３ページにはその一覧表を記載しております。 

また、１ページ目のポイントの欄外に重点推進地区の説明を記載しております。地震が

発生したときの火災は県内どこでも起こり得ることですが、木造住宅が密集した市街地で

火災が起きた場合、地震発生時の気象条件、風向や風速の状況ですとか、出火場所や出火

点数により大規模火災となることが懸念されます。そのため、避難のタイミングがおくれ
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ると、火に囲まれるなど、安全な避難が困難になる可能性がある地区を重点推進地区と位

置づけました。 

第２章は「地震火災の具体的な対策」です。ここにありますように、火を出さないため

の出火防止、出火した初期の段階に行う初期消火や、地域で燃え広がりを防ぐ、住民みず

からが消火に取り組む延焼防止、初期消火や延焼防止に失敗し、火災が延焼拡大した場合

でも、みずからが安全に避難の判断ができるようにしておく安全な避難の３つで構成して

おります。 

次に、第３章では、「地震火災対策計画の策定方法」について記載しています。今後、

市町で対策計画を策定していただくため、それぞれの地区の特性を把握し、また、住民の

皆様方の地震火災に対する意識や備えを把握するためのアンケート調査の実施や、ワーク

ショップにより、住民の皆様方に地震火災に対する理解を深めていただき、避難場所や経

路について話し合った意見も参考にしながら計画を策定していただくこととしています。 

また、指針の最後に、第４章として、「津波火災への対応」を記載しています。ここで

は、津波火災の過去の事例や、最新の研究による津波火災のメカニズム、また、現在行っ

ています県や事業者の取り組みを参考として示しております。 

次に、その下にあります、取り組みと支援策についてです。赤で囲んでいますのが既存

の支援策。その下の青で囲んでいますのは、今後検討が必要な支援策です。 

まず、既存の支援策ですが、左端の個人の取り組みに対して、今回新たに支援すること

としました簡易型の感震ブレーカーを今回の補正でお願いしております。最初に申しまし

たように、重点推進地区では火災が起きた場合に、風向や風速の状況ですとか、出火場所

や出火点数により大規模火災となることが懸念されますので、地区全体で火を出さないこ

とが重要となります。阪神淡路大震災や東日本大震災の出火原因が判明している火災のう

ち、６割から７割が電気による火災が原因ですので、大きな揺れを感じたときにブレーカ

ーを自動的に落とす感震ブレーカーの設置は電気による出火防止に効果があることから、

重点推進地区の全世帯に配布するための補助制度を今回設けております。感震ブレーカー

の配布への補助の実施時期につきましては、地区の全世帯でつけていただくためにも、ワ

ークショップ等により電気火災に対する理解を住民の皆様方に深めていただき、市町が地

震火災対策計画を策定してからとしております。 

個人の取り組みに対する支援として、家具の転倒防止器具の設置や住宅の耐震化、また、

ここに記載はしておりませんが、コンクリートブロック塀の耐震化や老朽住宅の除却など

を行っております。 

その横にあります、自主防災組織等への支援策につきましては、消火訓練や避難訓練の

実施に対する補助や、要配慮者等の個別避難計画づくりへの支援を行っております。 

右端の市町の対策につきましては、地震火災対策計画を策定する際の交付金の活用です
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とか、地域の防災活動の中核を担います消防団員の確保対策事業がございます。 

次に、青い囲みの部分の今後の検討が必要な支援策ですが、地域で初期消火や火災の延

焼を食いとめるために必要となります街頭消火器や軽可搬ポンプの整備に対する補助制度

の検討ですとか、耐震性防火水槽の整備につきまして国に対し補助制度の拡充を要望する

など、中長期的な対策につきましては、県と 11 の市町で構成しています地震火災連絡会を

通じて検討していきたいと考えております。 

取り組みスケジュールにつきましては、次のページをごらんください。一番上の行です

が、６月 18 日に第１回地震火災対策連絡会を開催し、指針を公表しました。この指針の内

容や今後の取り組みなどにつきまして、重点推進地区の皆様に今月７月から９月にかけて

説明会を行っていき、あわせて、地震火災対策について正しく理解してもらうためのリー

フレットを作成して配布します。 

また、右端の青い囲みと矢印で示しておりますが、これから県で延焼シミュレーション

とハザードマップを作成します。これは、重点推進地区で火災が起きた際に、風向、風速

によりどのように火災が燃え広がるのか、どのような経路が安全に避難できるのかをイメ

ージしていただくための資料となるもので、この資料の中ほどの行で、平成 28 年４月から

６月という行にワークショップと記載しておりますけれども、実際に住民の皆様に安全な

避難をするための資料として活用していただき、市町の地震火災対策計画の参考資料とな

るものです。 

また、地震火災対策連絡会は、今年度は四半期ごとに開催し、中長期的に整備が必要と

なる資機材などに対する新たな支援策の検討や、平成 28 年度予算への反映などを行ってい

く予定としております。 

地震火災対策指針を本日お配りしておりますけれども、個別の説明は省略させていただ

きますので、後ほどごらんいただきたいと思います。 

説明は以上です。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎坂本（茂）委員 まず、予算の関係ですけれども、リーフレットの作成委託料が重点推

進地区の住民向けということですから、その部数になると思います。ただ、この中に盛り

込まれる内容は、例えば重点推進地区に居住しなくても、必要な地震火災を防ぐための知

識というのは盛り込まれていると思うんです。そういうことを考えたら、将来的にはこれ

を補強した上で県内の全世帯に配布して、地震火災を起こさないため備えていただくこと

は必要になってくると思っていますが、とりあえず重点推進地区だけの予算であるという

受けとめでよいのかどうかというのが一つ。 

もう一つは、地震火災対策の推進事業費補助金の感震ブレーカーの関係ですが、今、四

万十市などでは市町村議会でも補正予算が組まれて対応されていますけれども、地域の中
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で重点推進地区と線で切られた、そうでない地域とで補助のあるなしについて地区住民の

理解が得られているかどうか、その辺についてお聞かせいただきたい。 

◎土居消防政策課長 まず１点目のリーフレットの作成委託料につきましては、委員がお

っしゃるように、重点推進地区全世帯に配るための部数という形で予算化しております。

これにつきましては、先月６月 18 日にこの指針を公表しまして、重点推進地区の地区名も

新聞紙面に出たところですけれども、当然ながら、その地区の方々はその地区に住まわれ

ているということで、不安に思っている方が多いかと思います。そういった方の不安をま

ず解消させようと。地震火災についてどういったものか、どのようにこれから取り組みを

進めていくべきかといったことをリーフレットでまずお示ししていこうと考えております。

ということで、まずリーフレットにつきましては、重点推進地区のみを対象にしておりま

す。その地区以外にどう周知していくのかといった部分につきましては、現在、取り組み

が先行して進んでおります四万十市で地震火災対策計画が作成できたところですけれども、

全体の住民にお知らせするために、８月号か９月号と聞いておりますけれども、四万十市

の広報紙に地震火災対策計画ができたという周知をすると聞いております。県のほうでと

いうことでなくて、市町村の取り組みに現在なっておりますけれども、重点推進地区以外

の住民にも地震火災対策について知ってもらうための広報を行うということをまずは聞い

ているところです。 

それと２つ目の感震ブレーカーにつきましては、四万十市でもその地区以外の方にはど

うするのか議論があったようです。重点推進地区以外の方について、まずは延焼の拡大は

命の危険が伴いますので、そういう重点推進地区に配ることで説明し理解していただいた

と聞いております。県として、今回、地震火災対策指針をつくるに当たりましては、まず

は命を守る対策ということで、この指針を作成しました。先ほど説明の中でも言いました

ように、火災が燃え広がった場合に、火災の燃え広がる地区を避けて安全に避難ができに

くい危険な地域ということで重点推進地区を指定しております。そこで火を出さないため

に、面的に整備をしてもらいたいということで感震ブレーカーを配ろうとしておりますの

で、まずは重点推進地区に感震ブレーカーをということで取り組んでおります。 

◎坂本（茂）委員 とりあえずはそうでしょうけれども、例えば、広報をしていく、啓発

をしていくのは、今後も市町村任せにしていくということですか。 

◎野々村危機管理部長 今、地震対策として、南海地震対策に備えちょき、を全戸配布し

ています。これの地震火災対策の部分がまだ弱いですので、今年度、行動計画を改定して、

来年度から次の３期の時期に入ります。この時期に合わせて備えちょきを改訂していかな

いといけないと思っておりますので、そのときには、全戸配布用の備えちょきに地震火災

対策の部分を増強していきたいと考えております。検討していきたいと思っております。 

◎坂本（茂）委員 あと、この指針の関係で、以前に説明を受けたときに、津波火災対策
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についても章を設けて入れていますということだったんですけれども、そこのくだりが、

冒頭に、本県での津波火災への取り組み状況等というところで、のっけに津波火災に対し

ては抜本的な対策がないのが現状ですと書き切られてしまうと、県民も非常に不安を覚え

るんではないか。やはり、この間、地域の防災会の総会などで議論を聞いていますと、周

辺リスクについてどう対応していくのかは防災会だけではできないことなので、例えばタ

ナスカの対応は県の事業でやられていますけれども、タナスカだけではなくて中之島にも

あるわけで、中之島のタンクの対応はどうしていくのかも含めて、そういう周辺リスクの

回避に向けた県の方向性は逐次明確にしてほしいという住民の声があります。抜本的な対

策がないのが現状ですと言われると、ちょっとつらいものがあって、そこを今後どうして

いくのかという方向性を、できたら、今の段階ではこうなのかもしれませんが、指針の中

で明確にしていくという姿勢はあるのかどうかをお聞かせいただきたい。 

◎野々村危機管理部長 専門家にいろいろ聞いても、抜本的に対策があるのかというと、

まだなかなかないのが現状です。ただ、委員の言われていますタナスカでの検討も当然進

めております。これにつきましては、今後、対策の部分に進んでいかないといけないと思

いますので、当然その部分ではまた皆様方に周知する部分も考えないといけないと思って

おります。考え得る対策というのはあります。抜本的対策はなかなか厳しいかもしれませ

んが、考え得る対策はとっていかないといけないと思っております。検討もしていくつも

りです。元を絶って絶対大丈夫という対策はなかなか厳しいですけれども、ちょっとでも

前へ進めていく対策は今後検討し、進めていきたいと思っております。 

◎西森委員 先ほどの関連ですけれども、今回のこの予算と合わせて、指針もそうですけ

れども、重点推進地区に向けた指針であると思っているんですけれども、この中にも今後

検討していくことも重要となると述べておりますが、この県の指針を受けて、市町村で地

震火災対策計画を決定していく。先ほど坂本委員が言われたように、いずれは全地域の地

震火災対策を進めていかないといけない。そういう面では、今回、こういった重点地域の

指針であり、市町村が計画をつくっていくということですけれども、やはりそういったと

ころも視野に入れて、既に進めていかないといけないんじゃないかと思うんですけれども。 

◎野々村危機管理部長 委員が言われたとおりでして、地震火災対策で重点地区に特化し

てやろうというのは、逃げおくれると火に巻かれる可能性のある地区というところで、と

にかく集中的にまずやりましょう。命を守る対策になると思っております。重点地区以外

になってくると、今度は命を守る対策以降になってきます。まずは命を守る対策の部分の

重点地区をとにかくやらせていただきたいと今思っていることでして、確かにその周辺地

区でも火災は起こります。ただ、周辺地区は、火災が起こって大火になったとしても延焼

速度が比較的緩やかなので、まず、火に巻かれることはない地区です。ただそうは言いな

がら火災は起こることは間違いないので、火災対策そのもの、出火防止ですとか初期消火
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という部分は通常の火災の根本対策と一緒ですけれども、そういう部分の啓発周知はしっ

かりやっていかないといけないと思っております。差し当たり重点地区に力を入れさせて

いただきたいという思いです。 

◎西森委員 そうすると、将来的には全域に対してのそういった指針なり、市町村におけ

る計画を考えているのか。 

◎野々村危機管理部長 現時点では、普通の火災対策一般と同じでして、出火防止対策、

延焼防止対策はこの地域の取り組みになっていくと思います。本来ですと、地震火災対策

はハード整備が原則ですけれども、とても次の地震までには間に合いそうもないというこ

とがあって、今、ソフトだけでやろうとしております。ですから、ソフトで命を落とす危

険性の少ない地区の方に対して、ソフト対策で何ができるのかというと、やはり出火防止

ですとか、延焼防止に対する啓発になっていくと思っております。そういう意味で言うと、

ここでつくった指針ではなしに、一般的な火災対策の啓発を強化していくことになってい

くと思っております。 

◎西森委員 いずれにしても、火災を起こさないための対策は必要になってくるわけです。

それは延焼するしないにかかわらず、人が生活しているところが燃えていくわけですので、

やはり全体的な形でなくても、個別での対応ができる予算を考えていくことも重要じゃな

いかと思うんです。今回、500 万円余りの四万十市への補助金ということですけれども、

全県下にそういった耐震ブレーカーなりを設置しようとした場合にどれくらいの予算がか

かるのか。ざっくりでいいです。 

◎土居消防政策課長 本当にざっくりした金額になってしまいますけれども、たしか７億

円から８億円だったかとは思います。 

◎西森委員 それで命が守れるということを考えたら、決して高いものではないと思った

りするんです。そういうことも今後ぜひ検討していってもらえればと思いますけれども、

どうでしょう。 

◎野々村危機管理部長 今やっています重点地区の補助金、県の補助金だけですけれども、

トータルすると 5,000 万円強になると思います。ただ、これは命を守るということでやっ

ております。それ以外の地区になってくると、確かに家が燃え残ることは復旧に大きな効

果がございますけれど、どうしても財産を守るという部分になってきます。ですから、同

じやり方ができるかどうかは別としまして、今言われたことについても考えてみたいとは

思っております。 

◎吉良委員 より具体的にお聞きしたいんですけれども、この進め方の中にありますよう

に、住民の不安がまず説明すると出てきます。しばらくしないと、そのために説明をして、

対策計画を策定して、対策の実施というんですけれども、説明された住民としては、そう

言われても何をしたらええんやと、まだ市も何も言うてこんかという思いもあるわけです。
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具体的に各地域に対して、どのように説明していくのか。当面何をするのかがないといけ

ないと思います。例えば、薊野西町は既に各街路に消火栓も配ったりして、すごく進んで

いるわけです。そういう地域的な取り組みの差もありますけれども、まずは住民の不安、

本当に町内会として何をするのかという思いがあるところに対して、どのようなことを現

時点でお考えですか。 

◎土居消防政策課長 地震火災対策の説明会につきましては、まだ細かな日程は市町村か

ら連絡が来ていないので、いつ行けるという状態になっていないのが現状です。そうは言

いましても住民に対してどのように説明していくかということで、今回、地震火災につい

て県が指針をまとめたわけですけれども、まずその内容を説明したいと考えております。

住民に取り組んでいただきたい中身はこの指針の中には書いているんですけれども、例え

ば出火防止の観点でも、地震が起きたときに、揺れる間は身の安全を守りましょうと。揺

れがおさまったら火を消しましょうという、火を消す段階からお願いする形になっており

ます。それと火を出さないために、電化製品とか電気器具、あとガス器具の安全機能が最

近のものはついておりますので、そういった安全装置つきの器具に買いかえましょうとい

ったこと。あと延焼防止の話で言うと、初期消火や地域で取り組む消火がありますけれど

も、そういった訓練に積極的に参加していただいて、そういう消火活動にもなれておきま

しょうといったことを説明したいとは思っております。 

それと、県ではそういう説明をするんですけれども、この説明会につきましては県と市

町村と一緒になってやっていきます。市町村には、今回説明会でお願いするのが地震火災

対策計画を策定するためのスケジュールを住民向けに説明していくようになっております。 

◎吉良委員 うちの地域は、いつ県と市が来て説明があるんだということがわかるように、

やはり早目に徹底していっていただきたいと思います。 

それと、全県の具体的な世帯数がおわかりですよね。 

◎土居消防政策課長 約２万 3,000 世帯です。 

◎吉良委員 各地区ごとの世帯数の一覧表はありますか。 

◎土居消防政策課長 きょうの資料にはついてはないです。 

◎野々村危機管理部長 後で資料をお渡しします。 

◎依光委員長 ほかに。 

（な  し） 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

 以上で、危機管理部の議案を終わります。 

《報告事項》 

◎依光委員長 続いて、危機管理部より２件の報告を行いたい旨の申し出があっておりま

すので、これを受けることにいたします。このうち、補正予算議案とあわせて説明があり
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ました１件については省略いたします。 

〈南海トラフ地震対策課〉 

◎依光委員長 それでは、「高知県強靭化計画（案）について」、南海トラフ地震対策課の

説明を求めます。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 それでは、高知県強靭化計画（案）につきまして説明し

ます。資料につきましては、報告事項の赤のインデックス、南海トラフ地震対策課を見て

いただきたいと思います。 

まず、「強靭化とは」文字どおり強くてしなやかという意味です。内閣官房国土強靱化

推進室の作成したパンフレットでは、事例としまして、強靱な肉体とは、風邪やインフル

エンザにかかりにくい健康な体という抵抗力。そして、万が一かかったとしても症状が軽

く早く回復できると解釈をしています。 

概要の資料１ページ目、「高知県強靱化計画とは」をごらんください。私たちの暮らし

や経済が、南海トラフ地震を初め大規模自然災害が発生しても、致命的な被害を負わない

「強さ」と、速やかに回復する「しなやかさ」を合わせ持つ強靱な県土づくりを推進する

ための計画です。県土の強靱化の観点から、県のさまざまな分野の指針となる計画でして、

例えば、地域防災計画や社会資本整備総合計画など、強靱化を進める上での各種計画の上

位に位置する計画となります。 

最下段の左を見ていただきます。取り組みの経過に記載がございます。国においては、

平成 25 年 12 月 11 日付の国土強靱化基本法の公布・施行を受けまして、平成 26 年６月３

日付で国土強靱化基本計画を閣議決定しています。資料に記載はございませんけれども、

同日付で国土強靱化地域計画策定ガイドラインが示されておりまして、高知県強靭化計画

はこの策定に関しますガイドラインに基づきまして策定しています。 

資料中段、「高知県強靱化の基本的な考え方」です。大規模な自然災害が発生しても、

①人命の保護が最大限図られること、②県政及び社会の重要な機能が致命的な障害を受け

ず維持されること、③県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化、④迅速な復旧復興、

を達成することを基本目標としています。この基本目標につきましては、国県で表現に若

干の違いはあるんですけれども、基本計画と同様です。また、国土強靭化の取り組みを地

域活性化に効率よく結びつける必要がございますので、地域活性化を意識しながら強靱化

の取り組みを推進するということとしています。 

計画におきましては、南海トラフ地震を県民生活及び県経済に大きな影響を及ぼすリス

クとして設定しまして、最悪の事態を回避するための事前に備えるべき目標と施策の推進

方針を定めています。次ページ以降で後ほど説明します。 

「南海トラフ地震対策行動計画との関係」が資料中段、右になります。高知県強靭化計

画は強靱化に関します他の計画の指針となるものです。このため、数値目標は設定しませ



- 13 - 

ん。計画期間は、国の国土強靱化基本計画と同様におおむね５年ごとに見直すこととして

います。アクションプランとなります南海トラフ地震対策行動計画は数値目標をしっかり

設定して、これまでと同様に、南海トラフ地震対策推進本部会議や幹事会でＰＤＣＡサイ

クルを繰り返して、進行管理をしていくこととなります。高知県強靭化計画を５年ごとの

見直しとしますと、次期第３期の行動計画と同年度でございます平成 30 年に見直しを行う

こととなります。整合はとれることになります。 

次のページに進んでいただきます。最悪の事態を回避するための施策の推進方針になり

ます。本計画では、29 の「起きてはならない最悪の事態」、資料で言いますと、１－１）

とか枝番号がついているものです。建物倒壊等による多数の死傷者、自力脱出困難者の発

生から、次のページ、８－４）市街地の長期浸水により復旧・復興が大幅におくれる事態

までの 29 項目をセットしています。国の基本計画につきましては 45 の起きてはならない

最悪の事態をセットしていますけれども、例えば首都圏での中央官庁機能の機能不全とか、

地域での計画では対象外となるものもございます。また、項目を整理統合しまして、高知

県強靭化計画につきましては 29 項目としています。この起きてはならない最悪の事態に対

しての事前に備えるべき目標が、１の大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最

大限図られるから、順次、２．大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅

速に行える。３ページ目の８．大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速

に再建・回復できる条件を整備する、までの８項目になっています。この８つの目標につ

きましては、国の基本計画と同様です。 

この資料右側、施策の推進方針を書いています。個別のハード・ソフト事業につきまし

ては、施策の推進方針の中で出てまいります。例えば、資料の１－１）を見ていただきま

す。建物倒壊等による多数の死傷者、自力脱出困難者の発生という起きてはならない最悪

の事態に対して、住宅、庁舎、医療施設等の耐震化、家庭や事業所の室内の安全確保など

を推進方針として整理しています。それでは、施策の推進方針、上から主なものを見てい

ただきます。主なもの読み上げますと、１－２）では、防波堤、河川・海岸堤防、水門等

の地震・津波対策。１－４）では、ハード整備とソフト施策を組み合わせた土砂災害対策。

２－１）では、道路啓開計画の策定、あるいはミッシングリンクの解消。２－５）では、

災害時の医療救護体制の整備。次のページの６－１）では、タナスカの石油基地対策、災

害対応型ＳＳの整備。７－１）では、地震火災対策などになります。 

前段でお話ししましたように、アクションプランとしては南海トラフ地震対策行動計画

を考えていますので、この高知県強靭化計画の指針に基づきまして、個別事業については、

行動計画で整理し、事業進捗に向けて進行管理をしていくことになります。 

今後のスケジュールです。１ページ目の取り組みの経過の下の県のほうを見ていただき

まして、７月７日、あすより、１カ月間パブリックコメントを行います。その後、８月中
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に、南海トラフ地震対策推進本部会議を開催しまして、審議の上、最終決定とする予定で

す。 

参考に、高知県強靭化計画（案）をお配りしています。案につきましての個別の説明は

省略させていただきます。 

説明は以上です。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎加藤副委員長 強靭化計画をつくるに当たって、専門家からの意見聴取がありましたよ

ね。あれはどんな状況ですか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 個別の施策に応じて、例えば銀行協会に聞き取りを行う

とか専門家の意見を聞くという対応をしています。あと、藤井内閣官房参与に、内容につ

いても御相談をしてチェックをいただいています。 

◎加藤副委員長 たしかスケジュールがずれ込んでいたように承知していましたけれども、

いつごろお会いしてどんな御意見をいただきましたか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 個別の項目の中で、例えば金融とか、大事にすべき項目

の御指導を受けています。 

◎加藤副委員長 いつごろお会いして、どういう御意見をもらって、この計画にどう反映

をされていますか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 策定から今まで３度ほど協議に行っていまして、その都

度、文章の表現、あるいは強靱化地域計画の中に盛り込むべき内容について御指導はいた

だいています。 

◎加藤副委員長 私が申し上げたのは、当初の予定からずれ込んでいたと承知しているん

ですが、いつごろお会いして、どういうアドバイスをいただいて、どう反映しているかと

いう質問ですが。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 最終６月に御相談に伺いまして、その中で項目の整理の

仕方を御指導いただいています。個別に発生する事象のタイムラインに従って整理をして

いた点がありましたけれども、例えば施策分野ごとに起こる事態を再度セットし直して、

整理するほうがよろしいですよという御指導をいただいて、整理の手法が若干変わってい

ます。 

◎加藤副委員長 ３度お会いしてアドバイスいただいたという答弁がありましたけれど、

たしか去年の 12 月ぐらいの時点ではまだ１度もお会いできていない状態で会うスケジュ

ールがずれ込んでいて、そしたらことしに入ってから３回お会いしたという認識でよろし

いですか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 昨年末に一度お会いしまして、今年に入りまして２度ほ

ど協議させていただいています。 
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◎野々村危機管理部長 手元に資料がないんですけれども、整理して加藤副委員長にお回

しします。昨年度に３回ほどたしか会って、いろいろ御提言いただいた、その内容につい

て整理させていただきます。 

◎加藤副委員長 別に個別に詰める質問じゃないんですけれども、私が申し上げたかった

のは、去年の時点でなかなかお会いができなくて、スケジュールがずれ込んでいたのでど

うなったのかという趣旨です。しっかり整理をして御返答ください。 

◎坂本（茂）委員 この最悪の事態を回避するための推進方針とインデックスの次のペー

ジにある横書きですけれども、そこの一番上に書いてあるのは、本計画では 29 の「起きて

はならない最悪の事態」と、８つの「事前に備えるべき目標」を設定しという表現になっ

ていて、この表を見ると、事前に備えるべき目標が上に来て、その中で回避すべき起きて

はならない最悪の事態が 29 項目、小項目として来ているとしたら、むしろ８つの「事前に

備えるべき目標」の設定と、29 の「起きてはならない最悪の事態」となるんではないです

か。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 計画の策定の仕方が、脆弱性の評価をします。そのとき

には、まず、起きてはならない最悪の事態をセットして、発生するものに対して事前に備

えるべき目標をセットしていくやり方になりますので、まず回避すべき起きてはならない

最悪の事態をセットして、それに基づいて目標をセットしていく流れで記載をしています。 

◎坂本（茂）委員 それともう一つ、南海トラフ地震対策行動計画への反映の仕方の部分

で、これが流れの中で、例えば８月７日以降に本部会議を開いて最終決定する。それを踏

まえてから、今度は行動計画の策定に入っていくことになるんでしょうか。行動計画の策

定については、今の進捗状況などを踏まえて、並行しながらやっているという受けとめで

いいでしょうか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 行動計画の策定は並行して進めています。行動計画の次

の目標をセットする段階に、県民世論調査の中で反映すべき項目も出てまいりますので、

調査の結果を受けて、行動計画の中で反映すべきこと、あるいは、強靭化のアクションプ

ランとして盛り込まなくてはならないことを含めて作業していくことになると思います。 

◎坂本（茂）委員 最後ですが、説明の中であったと思いますが、県民世論調査は大体い

つごろ実施されますか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 大体９月ぐらいに結果が。 

◎坂本（茂）委員 県がやっている全体の中に盛り込むということですか。これだけを取

り出してなんですか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 その結果を受けて、行動計画に反映すべきことがありま

す。地震に関係して調査を出します。 

◎桑名委員 これまで高知県では南海トラフの行動計画があって、今度は基本になる強靭
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化ということで、本来ならば、上位から決まって下におろしていくんですが。これも方向

性は間違っていないと思うんですけれども、抜け落ちたところをこれからしっかり見つめ

てやってもらいたい。１つ例をとってみたら、先般、業務概要委員会でも言ったんですけ

れども、各団体とのいろんな災害協定を各部署がやっていると思うんです。でもそちらで

取り組みまとめ切れていないと思うんですが、例えば、先般、東福祉保健所へ行って、今

度ＪＡの医療関係の総合訓練をする。その中で、柔道整復師会の人に聞いたら、そこも医

療体制の中で協定を結んでいて、ＤＭＡＴなんかは命のトリアージをしていくわけですけ

れども。かと言って、手を折った人がぶらぶらしていたら、それは痛いだろうからうちが

助けますということをやっているんですが、よくよく聞いたら今まで１回も訓練のお声が

けをいただいたことがないということで健康政策部、地域福祉部にも言ってますけれども、

計画はどんどん立ててすばらしいものができているけれども、抜け落ちたところがまだま

だあると思うんです。せっかく災害協定を結んでいるけれども、１度も防災訓練なんか呼

ばれたことがないところが私もいろんな団体に聞いてみたらあるんです。そういったとこ

ろをどうするか。上位法をつくるのもいいですけれども、もう一回見詰め直してやるとい

うところもお願いしたいと思います。これは要請です。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 行動計画のほうアクションプランになりますので、その

中でしっかりとできていることできていないことを抜け目も含めてチェックして、進めて

いくことになるかと思います。 

◎西森委員 １つだけ教えてください。地域防災計画との関連はどういう形でとらえれば

いいでしょうか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 一応、地域防災計画も強靭化に資する計画ですので、そ

の上位計画にこの高知県強靱化計画は位置づけにはなります。強靭化計画の中を含めて、

例えば地域防災計画で見直しが必要となる事項が出てくれば、地域防災計画の見直しをか

けていく作業が必要になってまいります。 

◎上田（貢）委員 １点だけ。強靱化の計画の中には最悪の事態を回避するためというこ

とで、政府系研究機関とかいうものの一極集中の分散化ですよね。各自治体手を挙げてく

ださいというのがあるわけですよね。高知県の計画にないですが、その辺どうなっていま

すか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 東京一極集中の解消につきましては、地域活性化の議論

で特に表に出て議論されているかと思っています。 

◎上田（貢）委員 そちらにはエントリーするつもりはあるんですか。 

◎野々村危機管理部長 地域活性化の計画で、東京一極集中是正をやっておりまして、強

靱化の計画の中にそこまでよう入れてないです。国もそこまでは整理し切れていません。

ただ、今言われた手を挙げるのかどうかという政策判断については、そこまで把握してい
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ません。 

◎大野委員 推進方針の中に施策の推進方針があって、ダム、ため池の耐震化とあるんで

すけれども、今、高知県で耐震化がされていないダムがまだあるんですか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 ダムにつきましては、国、県が管理しているダムを含め

まして、本体部分については耐震性能照査ができ上がっていると把握しています。附属施

設の性能照査が若干残っているところがあるので記述を入れています。 

◎大野委員 附属施設とは。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 例えば、ゲートとか電気設備とか、本体の構造の安全性

以外のダムを管理する上での附属施設がございます。そういう施設の耐震性能の照査も必

要になってまいります。 

◎加藤副委員長 桑名委員の漏れているところということにも関連してくるんですけれど

も、例えば国の国土強靱化基本計画の中に都市とか住宅なんかの建物の対策として、火災、

耐震化という項目がありますよね。そこの中で老朽化したマンションを建てかえる、ある

いは古くなった家をリフォームすることで建物の安全性を高めていくことが盛り込まれて、

その中にＣＬＴの活用も入っているわけですから、ぜひ県でもそういう検討をしたらどう

か。上位に来る計画に、そういう観点も入れていったらどうかと思うところですけれど、

検討はどんな状況ですか。 

◎竹﨑南海トラフ地震対策課長 資料の１ページ目の一番下の左のほうを見ていただきま

して、国もアクションプランをつくっています。国土強靱化アクションプラン 2015 ができ

上がっています。この中にはしっかりと目標が設定されています。この目標も含めて国土

強靱化のアクションプランである行動計画にセットしますので、先ほど言いました国のア

クションプランの中に記載されているものについても含めて、強靱化のアクションプラン

として取り上げていくことになるかと思います。 

あと、ＣＬＴですけれども、地域活性化に資する県土強靱化の取り組みの例として、別

紙で記載しています。60 ページになりますけれども、ＣＬＴを活用した建築物の推進とい

うことで、ＣＬＴ工法の普及による新たな木材需要の創出とか、林業・木材産業の活性化

というところです。 

◎加藤副委員長 いろんな取り組みがスタートして、この計画も第１弾ですので、今さっ

きの専門家の御意見もそうですけれども、さらに充実したものに今後していただければと

思います。 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

以上で、危機管理部を終わります。 

《健康政策部》 

◎依光委員長 次に、健康政策部について行います。 
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最初に、議案について、健康政策部長の総括説明を求めます。なお、部長に対する質疑

は、課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、御了承願います。 

◎山本健康政策部長 健康政策部の議案は１件で、保健衛生総合庁舎改築主体工事を施工

するための請負契約の締結について御審議をお願いするものです。詳細につきましては、

担当課長から御説明をさせていただきます。 

続きまして、部で所管します審議会の開催状況についてです。お手元のＡ４横の平成 27

年度各種審議会における審議経過等一覧表をごらんください。この一覧表のうち平成 27

年２月定例会開催以降、７月５日までに開催されました審議会は、右端の欄に平成 27 年７

月と書いています、高知県医療審議会など８件ございます。お手元の一覧表に主な審議項

目、決定事項などを記載しておりますので、御確認をお願いします。また、各審議会の委

員名簿につきましては、資料の後ろにつけてあります。 

以上で、説明を終わります。 

◎依光委員長 続いて、所管課の説明を求めます。 

〈健康長寿政策課〉 

◎依光委員長 健康長寿政策課の説明を求めます。 

◎中島健康長寿政策課長 当課からは、第 16 号、保健衛生総合庁舎改築主体工事請負契約

の締結に関する議案の審議をお願いいたします。 

お手元の資料③、条例その他議案の 96 ページをお願いします。第 16 号議案、保健衛生

総合庁舎改築主体工事請負契約の締結に関する議案です。契約の概要につきましては、一

般競争入札を行いまして、契約金額 22 億 5,504 万円で大林・ミタニ特定建設工事共同企業

体と契約を締結しようとするものです。完成期限は平成31年１月31日となっております。 

青色の健康政策部のインデックスの資料の１ページをごらんください。北庁舎の横にご

ざいます保健衛生総合庁舎につきましては、築後 40 年以上が経過しておりまして、平成

20 年に実施しました県有建築物の耐震診断の結果、倒壊または崩壊する危険性がある建物

であることがわかりまして、現地での建てかえを行うこととしました。庁舎改築の基本的

な考え方につきましては、このページの一番上に記載しています。 

まず、南海トラフ地震への備えとしまして、有害物質や感染症等の検査研究機関であり

ます衛生研究所が入る庁舎として、災害時にも速やかに対応できるよう、庁舎の耐震性と

安全性を確保するため改築を行うこととしました。また、高知市桟橋通にあります環境研

究センターが津波想定の長期浸水区域内にありますことから、新庁舎の整備にあわせまし

て、こちらに移転することとしております。 

次の、現庁舎の敷地内における改築ですが、有害物質や感染症等の検査研究を行う衛生

研究所のセキュリティー確保や周辺への配慮を考えますと、別の場所への移転や仮移転が

困難でありますため、現在の敷地内で建てかえることとしました。加えまして、建築基準
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法等に基づきます用途規制の中、最大限の床面積を確保するとともに、衛生研究所が現庁

舎を使用しながら改築できるよう、一番下のスケジュールにありますとおり、１期工事、

２期工事と工期を２期に分けて建築してまいります。 

次の３番目、セキュリティーの確保及びプライバシーの保護としては、衛生研究所、環

境研究センターが配置される検査区域とその他一般区域をセキュリティードアで区分する

などによりまして、セキュリティーを確保することとしております。また、精神保健福祉

センターを訪れる方に配慮して、専用出入り口を設置するなど、プライバシーの保護にも

配慮しております。 

４番目の景観や環境への配慮としましては、高知城周辺ということから、外観を初め、

景観や環境に配慮した施設として整備いたします。 

次に、真ん中の設計の概要です。施設の構造は、通常の鉄筋コンクリートよりもはりの

強度を高めるプレストレスト鉄筋コンクリートづくり、ＰＲＣとしまして、６階建ての免

震構造にいたします。また、この庁舎敷地の津波浸水予想高は最大で 28 センチと想定され

ておりますので、この高さに対応できるよう庁舎部分の地盤のかさ上げも行うこととして

おります。また、各室の配置では、現庁舎に入居しております精神保健福祉センターや後

期高齢者医療広域連合事務局などの団体、そして約 100 名を収容できる大会議室を１階に

配置して来庁者への利便性を確保するとともに、衛生研究所と環境研究センターは２階か

ら４階にかけて配置し、先ほど説明したとおり、セキュリティードアの設置等によって一

般外部からの侵入はできないようにします。５階には施設全体の共用会議室や図書室、備

蓄倉庫、休憩室などを配置しまして、６階部分は、屋上に出入りするためのエレベーター

や階段の入るペントハウスとなります。駐車場は 34 台を確保することとしております。ま

た、１期棟の２階屋上に整備する予定の自家発電装置の重油タンクにつきましては、３日

間の稼働を想定しております。以上が工事の概要でして、概算工事費としては、監理委託

料及び消費税を含めた額で約 41 億円程度となります。工事期間につきましては、既存施設

の解体工事や史跡等の埋蔵文化財の調査期間等も含め準備期間を含む十分な工期を確保し、

第１期棟の工事と第２期棟の工事合わせて約４年間、46 カ月を見込んでおります。順調に

進めば、平成 30 年度末にはすべての機関が入居できる予定です。 

続きまして、資料の２ページをごらんください。これは庁舎の南西側、お城のすべり山

の東側あたりから見た外観図です。中央は第２期工事による部分で、右側、高知城に面す

る南面には、黒っぽいいぶし調タイルを採用して、景観にも配慮しております。また、中

央よりも左側奥に見えている建物が第１期工事による部分でして、さらにその奥に警察本

部の庁舎が位置することになります。 

続きまして、３ページをごらんください。これは平面の配置図です。上が北側になって

おりまして、北側には県警の本部、右の下側には県庁北庁舎という位置になります。図面
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中青い丸印がエレベーターの位置でして、南側には一般乗用のエレベーター１台で、真ん

中ぐらいにあります搬送用１台を整備することによりまして、動線を分けてセキュリティ

ーを確保しております。また、左側には上の赤い三角が精神保健福祉センターの専用出入

り口でして、下の赤い三角のついた正面入り口とは別にして、精神保健福祉センターを訪

れる方へのプライバシーに配慮しております。 

続きまして、最後の４ページをごらんください。保健衛生総合庁舎の整備計画につきま

して、簡単なイメージ図をもって説明させていただきます。この立面図は、各機関が入居

する配置図となっておりまして、建物の東側から見たイメージとなっております。右端に

は①から⑩までとして、第１期棟と第２期棟工事の作業手順を示しております。まず一番

上の図ですが、左手の既存庁舎の右、方角で言えば現庁舎の北側にある機械棟の中の設備

を現庁舎の１階スペースに移して、その機械棟と２階建て駐車場を解体した後、埋蔵文化

財の調査を行い、階段状になりました１期棟を建設します。１期棟が完成しますと、既存

庁舎棟から衛生研究所が移転するとともに、その他の機関には一たん別の場所に仮移転し

てもらいます。その後、既存庁舎棟を解体しまして、再び埋蔵文化財調査を実施した後、

２期棟を建設します。真ん中の図のように、まず衛生研究所の一部が最終配置場所に移る

こととなります。そして、１期棟の１階部分の内装を手直ししながら、環境研究センター

等が順次入居しまして、最終イメージは、一番下の形になります。 

以上で、健康長寿政策課の説明を終わります。 

◎依光委員長 質疑を行います。  

◎浜田（英）委員 自家発電なんかの重油タンクがあるんですが、災害の折なんか、ここ

は耐震構造のビルで、ここへ避難をする方もおいでると思うのですが、水はどのぐらいの

タンクを用意する予定ですか。当然、保健衛生庁舎だったら新鮮なきれいな水が飲めるだ

ろうと、皆さん思ってここへ集まってくると思います。 

◎中島健康長寿政策課長 詳細なデータはすぐ説明できませんけれど今確認しますと、１

日分程度の水は確保しているということです。 

◎浜田（英）委員 自家発電も３日ぐらいということで、ちょっと心もとないと思ってい

ます。それから、水も十分に確保していないと、長期浸水、あるいは水道管の断裂で水が

大変重要だということは十分承知だと思いますので、できるだけ屋上にタンクを据えてい

ただいて、できれば 10 トンとか、そこら辺は要るんじゃないかなとは思います。それから

いろんな災害の後の検査をするとき、検査所で新鮮な水をいっぱい使うでしょう。そんな

ことでかなり水は必要な庁舎だと思います。その点、抜かりのないように、しっかりとし

た飲み水等を含めて屋上にタンクを設置して対応していただけるようにお願いしておきた

い。 

◎坂本（茂）委員 関連ですが、屋上に設置するのは揺れの関係から不安があると思うん
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です。この地域自体は多少の浸水はあっても、盛り土もしてそれに対応するということで

すから、長期浸水もないとしたら、むしろ地上に貯水タンクなりを構えておくほうが揺れ

の対策の関係で言うと屋上に置くよりはいいんじゃないかと思います。ただ浜田委員が言

われたように、水をどれだけ備蓄、通常使いながら、一たん揺れたらそこで、貯蔵できる

仕組みにすればいいと思うんですけれども、どういう形で貯水機能を持たすかは重要では

ないかと思います。  

それと屋上等には太陽光パネルとかは検討はされていないでしょうか。自家発電はガソ

リンではあるんですけれども、日常も含めて太陽光の発電は考えていないでしょうか。  

◎中島健康長寿政策課長 今、計画はしていません。 

◎坂本（茂）委員 それは余りメリットがないという判断のもとなのか。どういうことな

んでしょうか。 

◎中島健康長寿政策課長 屋上のスペースの問題です。設置するスペースがないというこ

とで、太陽光パネルの設置は見送ったということです。  

◎坂本（茂）委員 場合によっては壁面を使ったりとかいうところもあったりはするんで

すけれども、できるだけ県の施設から再生可能エネルギーを使っていくのは必要じゃない

かと思います。今さらそういうことが検討できるのかどうかはわかりませんけれども、御

検討いただいたらと思います。これは要請です。  

それと、環境研究センターが移ってくるわけですけれども、桟橋の総合保健協会とかと

今一緒にいますよね。あの建物自体は総合保健協会に使ってもらう形になりますか。  

◎中島健康長寿政策課長 今のところ、総合保健協会が、そのまま環境研究センターが移

転後も使う予定しております。  

◎西森委員 配置図を見ると、今よりも随分駐車場が少なくなっていると感じるんですけ

れども、実際はどうでしょうか。 

◎中島健康長寿政策課長 現状は、公用車が７台で外来用が 17 台でして、職員用は裏の自

走式の駐車場で直近の貸し出しの許可実績は 25 台の職員用の貸し出しの実績がございま

す。外来は１台ふえる。 

◎西森委員 環境研究センターがこっちへ移ってくるわけですけども、それも十分対応で

きるという考え方でいいですか。 

◎中島健康長寿政策課長 今の桟橋通に環境研究センターが所在しております関係で、移

転後は高知市の中心部に位置しますものですから、基本的には職員に公共機関等の利用を

お願いしたいと、これまでも所属には随時説明してまいりまして、何年か先にはなります

けれども、一たん必要な台数等を調査させていただいて対応していく形にはなろうかと思

います。どうしても敷地自体が最大敷地面積、建物をとってしまいます関係でパイがござ

いませんので、今のところそのような計画の中でおさまるようお願いはしております。 
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◎吉良委員 現在入居なさっている、ＰＲＩＮＫ、そのほか入居団体の建設期間中の場所

と、その後、戻ってくるのかどうなのかお教え願いたいですけれど。 

◎中島健康長寿政策課長 ＰＲＩＮＫにつきましては、平成 30 年５月に完成する予定の高

知県立塩見文庫の建てかえ後に入居する予定であると聞いています。ただ、今入っておる

各種団体につきましては、仮の入居について、どこへ移転されるかはまだ検討中というこ

とで、個別の仮移転先は今まだ把握はしておりません。 

◎吉良委員 ぜひ相談にも乗って、継続的にその団体の運営ができるようによろしくお願

いしたい。 

◎坂本（茂）委員 関連ですが、仮移転先の確保については県がきちんと相談に乗って責

任を持って対応するということでいいんですか。  

◎中島健康長寿政策課長 ＰＲＩＮＫのような事情がある団体もありますけれども、今入

居されておる団体につきましては、基本的には衛生庁舎の完成後に入っていただくよう調

整しております。  

◎坂本（茂）委員 入ってもらうので、その間の仮移転先の確保に向けて県も一定相談を

受けながら、責任を持って確保に努めていくという姿勢でいいんですか。向こうの団体に

任せっ放しですか。  

◎中島健康長寿政策課長 庁舎の関係機関との入居先については協議はしてきております

けれども、基本的には仮入居の、具体的なあっせんまでは、今回の庁舎の関係での建設に

ついては当方からはしていません。  

◎坂本（茂）委員 場合によって確保できなかったときにどうするんですか。そこの団体

の運営ができなくなったりすることはないんですか。  

◎中島健康長寿政策課長 各団体を所管する課室のほうで責任を持って対応することとし

ておりますけれども、仮移転先についてはまだ検討中の段階で把握はしておりません。  

◎坂本（茂）委員 所管部局であれ、おたくの課であれ、県が責任を持ってやるんですか

ということを聞いている。所管の課が責任を持ってやるならそれでいいわけです。  

◎中島健康長寿政策課長 県が責任を持って入居先については調整するようにしておりま

す。 

◎依光委員長 ほかに。 

（な  し） 

◎依光委員長 質疑を終わります。  

以上で、健康政策部を終わります。  

《地域福祉部》 

◎依光委員長 次に、地域福祉部について行います。  

最初に、議案について、地域福祉部長の総括説明を求めます。なお、部長に対する質疑
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は課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、御了承願います。  

◎井奥地域福祉部長 地域福祉部が審議をお願いします議案につきましては、一般会計補

正予算１件と条例議案２件の合計３件です。 

まず、平成 27 年度補正予算の御説明をいたします。議案②と書かれました議案説明書

（補正予算）の６ページをごらんください。今回の補正予算につきましては、県民のだれ

もが住みなれた地域で安心して暮らし続けられる地域づくりを目指して、市町村があった

かふれあいセンターなどを活用して取り組む介護予防日常生活支援サービスの提供や認知

症カフェの設置、さらには、リハビリテーションの視点を取り入れた介護予防プログラム

の提供などを県として積極的に支援するため、766 万円の増額補正をお願いするものとな

っております。 

次に、条例議案は２件の議案の審議をお願いしております。議案③と書かれております、

高知県議会定例会議案（条例その他）の裏の目録をごらんください。第 11 号議案の高知県

介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例議案及び第 12 号議案の高知県指定介

護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例議案につきましては、いずれも根拠となります政省令の一部改正に伴い必要と

なる条例改正を行うものです。 

また報告事項が１件ございます。昨年末に香南市で起こりました虐待による児童の死亡

事件につきまして、県市の合同設置によります児童虐待死亡事例検証委員会から提出され

ました報告書についての御報告です。 

最後に、部で所管しております審議会の開催状況ですが、お手元の資料Ａ４横の平成 27

年度各種審議会におけます審議会経過等一覧表という資料をごらんください。２ページ目

までが開催状況の一覧です。平成 27 年２月定例会開催以降、昨日までに開催されました審

議会は右肩の欄に平成 27 年７月と書いております、高知県社会福祉審議会の地域福祉専門

分科会など６件となっております。そのうち主なものを説明させていただきます。 

まず、１ページ上から２つ目の高知県社会福祉審議会（地域福祉専門分科会）につきま

しては、平成 27 年６月５日に開催しまして、今年度策定する予定となっております第２期

高知県地域福祉支援計画について審議を行いました。次に２ページ目の一番下の社会福祉

法人来島会南海学園身体拘束ゼロ推進委員会です。こちらは５月の業務概要委員会でも御

報告させていただきましたが、南海学園が開催する身体拘束ゼロに向けた検討委員会とな

っております。業務概要委員会以降、６月 23 日に開催されておりまして、身体拘束の解消

に向けた必要な支援や体制整備などについて御議論いただいております。県主催の審議会

ではございませんが、今後は各審議会の審議経過等一覧表の中で開催状況を報告させてい

ただきます。 

その他の審議会などにつきましては、お手元の一覧表に主な審議項目、決定事項など、
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また、その審議会等を構成する委員の名簿につきましては、資料の後ろにつけています。

そのほかに付託案件ではございませんが、平成 26 年度高知県一般会計事故繰越繰越事業報

告がございます。 

私からの説明は以上です。詳細は担当課長から順次御説明をさせていただきます。 

◎依光委員長 続いて、所管課の説明を求めます。  

〈高齢者福祉課〉 

◎依光委員長 高齢者福祉課の説明を求めます。  

◎中村高齢者福祉課長 当課からは、一般会計補正予算１件と条例議案２件ございます。 

まず、一般会計補正予算です。資料②議案説明書（補正予算）の７ページをお願いしま

す。右側の説明にございます、１地域包括ケア推進事業費の介護予防等サービス拠点整備

事業費補助金につきましては、介護保険制度の見直しに伴い、平成 29 年４月までにすべて

の市町村で要支援者に対する予防給付のうち、訪問介護と通所介護について新しい総合事

業への移行に着手することが必要となっており、あったかふれあいセンターなどを活用し

たサービス拠点の整備を行うため、２月補正で予算を計上しておりましたが、この４月か

ら５月にかけて市町村ヒアリングを実施したところ、早期移行に向けて、あったかふれあ

いセンターを活用したサービス提供に取り組む市町村がふえましたことから、増額補正を

しようとするものです。あわせて、あったかふれあいセンターにリハビリ専門職を派遣し、

職員のスキルアップを図るための経費を計上しております。こうした取り組みを通じまし

て、あったかふれあいセンターの機能強化を図り、高齢者が住みなれた地域で安心して暮

らし続けられる高知型福祉の実現を目指してまいります。 

次に、２認知症高齢者支援事業費の認知症カフェ普及推進事業費補助金ですが、認知症

カフェにつきましては、国の認知症施策推進総合戦略、新オレンジプランにおいて平成 30

年４月までに市町村が地域の実情に応じて設置することが目標として明示されました。 

このため、あったかふれあいセンターと認知症の人と家族の会が連携した認知症カフェ

設置のモデル事業に取り組み、御家族の介護負担の軽減につながるよう、県内に普及定着

を図ってまいります。 

次に、条例改正議案について御説明します。資料④の議案説明書（条例その他）の４ペ

ージをお願いします。まず、下段の高知県介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する

条例です。本条例は、介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部改正に伴い、引

用規定の整理をしようとするものです。 

次に５ページをお願いします。２つ目は、高知県指定介護予防サービス等の事業の人員、

設備及び運営等に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例です。本条例は、国が

定めております指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正を踏まえ、
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改正前の介護保険法における介護予防訪問介護と介護予防通所介護の事業の人員、設備及

び運営等に関する基準に係る規定を準用している条項の整備を行うために必要となる改正

を行うものです。 

次に、付託案件ではございませんが、事故繰越がございましたので御報告をさせていた

だきます。平成 26 年度高知県一般会計事故繰越繰越事業報告の５ページをお願いします。

左の欄の科目の２、高齢者福祉費の説明欄にございます老人福祉施設支援費につきまして、

補助金２億 3,700 万円余りを事故繰越しました。補助件数は２件となっており、いずれも

第５期介護保険事業計画に位置づけられた介護施設の整備です。１件が宿毛市にございま

す特別養護老人ホーム豊寿園ですが、くい打ち工事を行おうとしたところ想定外の軟弱地

盤があり、追加工事が発生したことなどにより工期がおくれたもので、７月 25 日が竣工予

定となっております。もう１件は、高知市にございます地域密着型特別養護老人ホーム桂

浜彩光園です。地元調整に日時を要したことやくい打ち工などの人手不足により工期がお

くれたものです。こちらは８月下旬に竣工予定となっております。 

高齢者福祉課からの説明は以上です。 

◎依光委員長 質疑を行います。  

◎坂本（茂）委員 認知症カフェ普及推進モデル事業については、認知症の人と家族の会

高知県支部に補助するということですが、実際、設置するのはそこの社団法人だけなのか、

あるいはそこが受けてどこか何カ所かでやるのか、その辺の具体的な実施の仕方について

教えていただけますか。 

◎中村高齢者福祉課長 今回の補正予算に係るものにつきましては、あったかふれあいセ

ンターを活用して認知症カフェを広げていこうという取り組みでして、これまで認知症の

人と家族の会につきましては、各地におきまして介護者の集いを開催してきております。

そのノウハウを活用して、あったかふれあいセンターにおける認知症カフェの設置を推進

しようとするものです。 

◎坂本（茂）委員 何カ所ぐらいで。  

◎中村高齢者福祉課長 想定で５カ所程度です。  

◎坂本（茂）委員 それと、一方で介護予防サービスの拠点整備事業費の補助金は定額で

５市町村ということですけれど、これは５つの市町村でどういう整備をされるか。トイレ

の改修とかと聞いていますけれども。 

◎中村高齢者福祉課長 今回、補正予算に上げておりますものにつきましては、おふろ場

の改修、台所の整備、職員に対する研修事業などとなっております。  

◎坂本（茂）委員 拠点整備事業で職員の研修をやるんですか。  

◎中村高齢者福祉課長 この補助金につきましては、ハード整備とソフト整備両方を補助

するようにしておりまして、今後、要支援者等の受け入れに当たりまして必要となる職員
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のスキルをアップさせるための研修等に使っていただくこともできるようになっておりま

す。 

◎坂本（茂）委員 一方で介護予防のスキルアップ事業もあるわけで、そっちは介護予防

に限定されているけれども、片方はそれに限定されることなくあったかふれあいセンター

の職員のスキルアップ、研修であれば何でもいいということでいいですか。 

◎中村高齢者福祉課長 新たにとりました補正予算につきましては、リハビリテーション

の専門職の派遣ということで行っておりまして、今回、地域支援事業の見直しに伴いまし

て、一般介護予防事業等に専門職の視点を取り入れて行っていくのが、非常に重要になっ

ておりますので、そこは特化して行っていきたいと考えております。  

◎浜田（英）委員 関連です。サービス充実に向けた試行的な取り組みとは、具体的には

どんな取り組みですか。 

◎中村高齢者福祉課長 具体的に今出ておりますのが、試行的取り組みということで、ふ

さわしいものは出てきていないですけれども、例えば、このサービスに当たって必要とな

る取り組みなんかを想定しております。  

◎浜田（英）委員 現場でいろいろ手探りの状態の中で、これをやってみたいと、やって

余り効果がなかった場合は、もうやめてみようというのも手探り状態の中での試行的とい

うことですか。  

◎中村高齢者福祉課長 そうです。市町村によっては、まだ準備段階のところもございま

すので、とりあえず総合事業として取り組めるかどうかを試行してみることについても、

補助をしようとしております。  

◎浜田（英）委員 地域によってニーズも違いますから。いろんな取り組みをしていくこ

とはよく理解できますけれど、もうちょっと具体的に聞きたかったので質問させていただ

きました。頑張っていただきたい。 

◎大野委員 浜田委員と同じような質問ですけれども、具体的にはまだ決まっていないと

いうことですが、リハビリテーションの専門職員等というふうに、どこら辺の範囲まで想

定されているかをお伺いしたいですが。  

◎中村高齢者福祉課長 今回につきましては理学療法士を主としておりまして、もし可能

であれば作業療法士についても派遣をと考えております。  

◎大野委員 ということは、理学療法士、言語療法士、作業療法士ぐらいの範囲を想定さ

れている。それ以上はないということですか。 

◎中村高齢者福祉課長 今回、補正予算に上げております部分につきましてはそうです。  

◎吉良委員 全く素人のところに、こういう事業を導入せざるを得ないということ自体が

非常に問題です。先ほど答弁でできなければ撤退してもいいなんていうことで、果たして

今の県民の介護にかかわる需要にこたえられるのか、非常に答弁については疑問です。各
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市町村で認知症を含めてどのような要支援１、２を含めて必要な人員がいるのか、それに

対応して、どの地域のどこでその受け皿をつくっていくのかということは、県として、当

然それはカウントしてやっていかないといけない、市町村に対しても指導していかないと

いけない内容だと思うんですけれども、それについてはどうですか。  

◎井奥地域福祉部長 １番目の介護予防サービス等拠点整備事業につきましては、現在、

あったかふれあいセンターにはコーディネーターとスタッフという形で常時３名から４名

の職員がおります。ほとんどの職員が、介護福祉士なり看護師なり何らかの資格を持って

います。そういう有資格者が、今度の新しい総合事業、要支援者のサービスが介護予防に

切りかわりますけれども、そうしたときに、専門的な知識を若干足してあげれば、あった

かふれあいセンターでやってきてノウハウを生かそうとするものです。 

認知症カフェにつきましては、これまでセンターの職員に認知症についての中期的な研

修をやっておりました。それを総合的な研修、専門研修に切りかえることによって、あっ

たかふれあいセンターを活用した認知症の方と家族の居場所づくりにつなげようとするも

のです。いずれにしても、認知症カフェにつきましては、平成 30 年４月までに全市町村が

移行することが目標としてオレンジプランに書かれております。県としても、そういう部

分について何もしないということにはなりませんので、せっかく今までやってきたあった

かふれあいセンターの取り組みをうまくそういう制度改正に乗せるために、試行的という

のが前面に出ましたけれども、実質的にはそういうものを今から順次やっていこうと。現

在、認知症カフェにつきましては、認知症支援専門員からそういう形で実際委託しようと

するところは４つぐらいございます。そういうところへの手助けにもなりますし、平成 30

年までは、いろいろ試行的に様子を見ようというところを、来年度を待つんじゃなくて、

県で積極的に前倒しして、今から準備していく経費になっています。対象の補助金は家族

の会になっていますけれども、家族の会は県下の 17 市町村に各支部の団体がございます。

そちらには一定そういう家族で家庭で見守りをされている家族のニーズとかは把握してお

りますので、データ化してそれを活用して、あったかふれあいセンターでできるところか

ら順次、チャレンジ的な取り組みという形で前向きにやっていこうと取り組むものです。 

◎吉良委員 取り組みを余儀なくされて一生懸命やっているのは非常によくわかるわけで

すけれども、いずれにしても、やはり事故を心配するんです。これはあってはならないこ

とですので、研修事業も行っていますけれども、充実した研修で、県民の負託にこたえら

れるような体制になることを要請しておきますのでよろしくお願いします。  

◎井奥地域福祉部長 特にリハビリテーションの視点を入れた新たな取り組みにつきまし

ては、委員から御指摘がありますので、試行的に職員にそういうプログラムをもって実際

サービスを提供して介護報酬をいただいている理学療法士会なんかとも相談しながらやっ

ていこうと、この辺は留意してやってまいりたいと考えております。  
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◎依光委員長 よろしいですか。  

（な  し） 

◎依光委員長 質疑を終わります。  

以上で、地域福祉部の議案を終わります。  

◎依光委員長 暫時休憩といたします。再開は午後１時といたします。 

 

（昼食のため休憩 11 時 53 分～13 時０分） 

 

◎依光委員長 休憩前に引き続き、委員会を再開いたします。 

《報告事項》  

◎依光委員長 続いて、地域福祉部より１件の報告を行いたい旨の申し出があっておりま

すので、これを受けることにいたします。 

〈児童家庭課〉 

◎依光委員長 それでは、「児童虐待死亡事例検証報告書について」、児童家庭課の説明を

求めます。 

◎森児童家庭課長 赤の児童家庭課のインデックスのページをお開きください。さきの５

月の業務概要委員会で御報告をさせていただきました、香南市で発生しました児童虐待死

亡事例に係る検証委員会の検証報告書について御報告します。 

県と高知市で設置した検証委員会から、中央児童相談所及び高知市の子ども家庭支援セ

ンターを初めとする関係機関による対応などにつきまして、徹底した検証を行い、６月中

旬の裁判での事実関係を含め内容を精査した上で、６月 30 日に高知県及び高知市に報告書

が提出をされました。 

報告書では、高知県に対し、児童相談所と関係機関との情報共有のあり方や、適宜適切

なアセスメントの実施などについての課題と高知市との連携のあり方などについて改善が

必要だとの御指摘をいただいております。 

一方、高知市に対しては、子ども家庭支援センターの基本的機能や人員体制の脆弱さ、

要保護児童対策地域協議会の運営についての課題などが指摘されています。こうした課題

を踏まえ、検証委員会からさまざまな提言をいただいており、お手元の資料にまとめてお

ります。 

児童相談所に対する提言は、アセスメントに関する事項、情報収集とその共有のあり方、

家族再統合プログラムの適切な利活用、市町村の要保護児童対策地域協議会への積極的な

支援といった４つの項目から成っています。 

まず、１点目のアセスメントの重要性の再認識につきましては、アセスメントに際して、

生育歴などを含めて十分な調査・分析を実施した上でアセスメントを行い、総合的な見立
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てや判断を行うこと。さらには、措置解除などの検討を行う事前の段階で、児童福祉施設

や市町村等との協議を行う場を確保することや、措置解除あるいは相談対応の終結を判断

する際には、市町村や保育所、学校などからも意見書の提出を求め、判断に当たって有効

に活用することなどの提言をいただいております。今後は、児童相談所の職員がアセスメ

ントを実施する際に、事前の十分な調査・分析を行った上で、総合的な見立てや判断を行

うことをルール化してまいります。また、児童相談所が措置解除等の意思決定を行う際に

は、事前に関係者間で意見交換を行い、その内容を反映できる仕組みを早急に構築してま

いります。 

２点目の支援機関からの具体的かつ多面的な情報収集と質の高い情報を共有すること

につきましては、情報共有と見立ての乖離といった状況がありましたので、直接の面接や

個別ケース検討会議などにおいて得られた情報の内容について、関係機関で精査を行い共

有を図ることや、児童相談所として市町村が遠慮なく相談のできる環境づくりを心がける

ことなどについて提言をいただいておりますので、児童相談所と関係機関との会議を開催

する際のルール化を図りますとともに、出張児童相談所の取り組みなどによって、市町村

との顔の見える関係づくりを進めてまいります。 

３点目の家族再統合プログラムの効果と限界を踏まえた援助につきましては、プログラ

ムの実施による効果、具体的な改善状況についての判断を行う際には、児童福祉施設の職

員等からの丁寧な意見の聞き取りなどを行い、適切な評価に努めることなどについて提言

をいただいておりますので、直ちに実行してまいります。 

最後に、市町村の要保護児童対策地域協議会への県の積極的な支援につきましては、県

は高知市に対して重点的な支援に取り組むこと、他の市町村においても同様にその充実強

化を図るよう取り組むことなどの提言をいただいております。 

児童相談所では、４月から市町村のケースの進行管理のあり方への助言や、庁内の連携

体制の確立について、中央児童相談所に配置をしました専門職を中心に市町村支援に努め

ているところです。あわせて、市町村とともに地域の関係者を含めた支援機関などとも連

携して、子供を見守る仕組みづくりなどについても取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

次に、県と高知市の連携のあり方について、基本的な事項として、両機関とも叔母のリ

スクなどを見逃し、結果として身体的虐待を発見できなかったことなども踏まえ、家族状

況などを十分に把握した上でのアセスメントや、第三者的な立場の者を入れたアセスメン

トを実施するなど、双方が総合的な視点に立ち、アセスメントに基づく見立てを行うこと

を求めております。 

また、具体的な連携のあり方として、両機関が直接的な情報交換などを細やかに行うこ

とや、同行訪問によって緊密な連携を深めること。中央児童相談所が意思決定をする際に、
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事前に両機関が意見交換できる仕組みを早急に構築することなどが提言されております。

こうした提言につきましては、両者で課題意識の共有を図りながら、しっかりとした取り

組みを進めていく必要があるものと考えており、８月に開催されます県と高知市の連携会

議の場なども通じまして、具体化を着実に進めてまいります。 

高知市につきましては、要保護児童対策地域協議会のあり方について、その活動内容の

充実強化に向けた提言と、児童家庭相談体制の強化等として、人員体制の抜本強化と庁内

連携体制の強化などが提言されています。 

今後は、提言内容につきまして県市が連携して、スピード感を持って着実に実行してま

いりますとともに、県市の取組の進捗状況につきまして検証委員の皆様に検証していただ

くこととしております。子供にかかわる市町村を含めたすべての支援機関とともに、子供

の安全と最善の利益を最優先に取り組むという基本姿勢を改めて徹底し、全力を挙げて取

り組んでまいります。 

以上で報告を終わります。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎桑名委員 今回はなかなか難しいケースだったと思うんです。私は要保護児童対策地域

協議会ができたときに大変期待をしていました。地域は地域で守っていくということもあ

ろうかと思います。ただ、ここが余り機能していなかったという報告だったと思いますが、

本来の協議会の役目と、この子供に係る個別ケースの会が３回あったんですけれども、そ

こではどんなことが話し合われてきたのか教えていただけますか。 

◎森児童家庭課長 要保護児童対策地域協議会というのは、先ほど委員がおっしゃられた

ように、地域で個々の子供のケースをじっくり見ていって、進行管理もきちんとやってい

こうというものになっております。この要保護児童対策地域協議会の充実ということで言

うと、各市町村ごとに、そこは濃淡があるということになります。高知市の場合は、非常

に人口も多い、ケースも多いということで、実務者会議等で話し合われる内容が、例えば

新規ケースの内容とか、ケースが終わった内容についての報告に偏っていたという状況が

ございまして、今回のこのケースについてもその場で、実務者会議の場で議論されること

は実態としてはございませんでした。委員がおっしゃられた個別ケース検討会議が３回開

かれたということですが、その３回は、高知市が当初、平成 23 年 12 月ぐらいからこの子

供にかかわっていた中で、児童相談所に平成 24 年２月にケースを送致しましたが、その間

に３回開かれたものです。なかなか厳しい状況で、児童相談所に一時保護等を要請するの

が必要だろうという議論がそこでされたということです。それ以降、高知市では、個別ケ

ース検討会議については、ケースが高知市に戻った後等については開かれていなかったと

いう状況になっております。 

◎桑名委員 ただ高知市の場合、これからこれを改善するということですけれども、この
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報告書にもありますが、進行ケースが 700 件から 800 件ぐらいある中で、これから専門性

を高めるといっても、一つずつ検証することはなかなか難しいと思うんですが、そこのと

ころはどのようにクリアしていこうとしていますか。 

◎森児童家庭課長 まずは、個々を見ていく職員体制が脆弱であったという御指摘があり

ますので、そこがまず改善する点にもなろうかと思います。 

あと、実際に地域で個別ケースを進行管理し子供の状況をよく把握していくということ

でいくと、高知市を一つの区域で見ていくのは、なかなか厳しいものがあると思います。 

今回の提言の中でも、中学校区を一つの単位として実務者会議を分割したようなところ

の中で検討していくべきではないかといったことも事例として挙げられておりますので、

そういったことの実現に向けて、県と高知市とで話し合いをしながら、子供がよく見てい

けるような体制を一緒につくってまいりたいと考えております。 

◎桑名委員 それをぜひ進めてもらいたいと思います。高知市は大きいですので、一つの

ケースが埋もれてしまうというのが今回のケースだったと思うし、ほかにも埋もれてるや

つがあると思うんです。ただ校区ごとにすると高知市の負担も大きくなると思うんですけ

れども、実際これから高知市と協議に入っていくと思うんですが、一気にすべての校区に

１つずつ会合をつくっていくイメージなのか、一つずつできる校区からやっていくのか、

どんな形で進めていくんですか。 

◎森児童家庭課長 その点につきましては、高知市がどのようにお考えになるのかという

ところがまず１つございますので、そういったことも含めて、これから高知市と十分議論

をしていきたいと考えております。 

◎桑名委員 それと、このケースのことで民生委員とか児童委員が知らなかったと言われ

ていますけれども、その点についてはどのように考えていますか。 

◎森児童家庭課長 おっしゃるとおり、民生児童委員は地域で子供たちを見守っていただ

ける方々だと思っております。実際にこのケースについて、高知市から情報が伝わらず、

見守っていただける体制にはなっておりませんでした。高知市、保育所、そして児童相談

士といった行政機関だけでの見守り体制になっておりましたので、その地域の方の力を借

りて見守る体制が必要だと痛感しております。今回のケースを踏まえた上で、今後そうい

った体制づくりを県下に進めていきたいと考えております。 

◎桑名委員 要保護児童対策協議会に民生児童委員はかかわっていなかったんですか。 

◎森児童家庭課長 すべての市町村で構成委員としては入っております。ただ、会が大き

く３階層に分かれておりまして、代表者会議、その下に進行管理をします実務者会議、そ

の下に個別ケース検討会議とございます。例えば、代表者会議には民生児童委員に入って

いただいていても、実際のところで個別のケース会議に入っていただいていなかったとこ

ろがございますので、個々のケースにもできるだけ入っていただける方向で、市町村とも



- 32 - 

話を進めていきたいと考えております。 

◎坂本（茂）委員 この中で触れられている、高知市の職員のマンパワーの拡充と、さら

に見立てる力を向上させるということですけれど、見立てる力というのは、高知市だけの

問題なのか。県として県下全体を見たときにまだまだ弱い部分があるのではないかと思っ

たりするんですけれども、その辺はどうでしょうか。 

◎森児童家庭課長 ケースを見立てるに当たっては、例えば保護者とか子供の生育歴を含

めた調査、分析、それに基づくアセスメントを行った上で、総合的に見立てていく手順に

なってまいります。そういう意味では、非常に専門的な力も必要になってくるものです。

委員おっしゃったように、長い経験の中でこういった業務に携わっている者でないと力量

がなかなかついてこないという現状もあると思います。また、それに応じた研修を重ねて

いくことも必要だと思っております。県下の実情を見たときに、大体３年間をスパンに職

員が交代していく現状もございます。児童相談所の場合は専門職で採用していただいてお

りますので、そういったところはなくなってはきているんですけれども、今回の提言の中

でも、少なくとも５年くらいを一つのスパンとして、人事異動を考えていただくとか、専

門職の採用をしていただくということについても、あわせて提言をされているところは、

委員がおっしゃった見立ての力にもかかわってくることかと思っております。 

◎坂本（茂）委員 それと関連して、これから県と高知市が垣根を低くして、常に相談で

きる体制をつくって連携を強化していくということですけれども、それに県も対応すると

きに、そこに労力が割かれていく部分も大きくなってくるんではないか。そういった意味

で、今の県のマンパワー的な部分は、現状でいいのか、どう考えていますか。 

◎森児童家庭課長 もともと、平成 20 年の提言を受けまして、児童相談所は順次職員の増

員を図ってきたところで、委員も御存じかもしれませんが、人口当たりの配置でいくと全

国平均の 1.7 倍くらい、２万 6,000 人に１人の割合で児童福祉士を配置をさせていただい

ており、全国１位という状況にはなっております。そんな中で、ことし４月から、市町村

の支援をしていくために専門の職員を１名配置をしております。その職員が高知市に実際

に入って、ケースの進行とか課題等々話をしながら現在も進めているところです。これか

ら、さらにほかの市町村ともこういった取り組みを進めていく必要がありますので、マン

パワーの点につきましては、その取り組みを進めていく中での実情も踏まえながら、その

時々で検討してまいりたいと思います。 

◎坂本（茂）委員 最後に。今回の事例で言えば、こういったことが提言内容になって、

いかに改善されていくかということになるんだろうと思うんですけれども、児童虐待その

ものを考えたときに、予防の問題、さらには早期発見の問題になっていくわけですが。先

日、鳥取県が虐待の通報でホームページのメールフォームをつくって、24 時間受け付けな

がら対応していくいうふうになったんですけれど、フォームがあるわけですから、それに
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よって書き込まれる情報の抜かりがない形で、電話とかと違って把握もできるメリットも

あるように聞いているんですけれども、高知県としては、虐待の通報はそういったものを

構えることは考えられないでしょうか。 

◎森児童家庭課長 ことしの４月からですけれども、休日夜間の電話の相談体制の強化を

していこうと、児童相談所では４名の非常勤の方に入っていただいて電話相談を受け付け

る体制をとっております。特に福祉施設で働いていた方とか、これまで相談業務に当たっ

ていた方などを採用して、そういう役割を担っていただいております。そんな中で、相手

方の相談内容に応じたソフトな形での聞き取り等もできるんじゃないかと考えております。

鳥取県の実例については研究はしてまいりたいと思います。 

◎坂本（茂）委員 電話対応も大変有意義な対応だとは思うんですけども、いろんな形で

情報が集中できる通報できるシステムをつくっておくのは、早期発見につながるんではな

いかなと思います。それもこの事例とは別にして、全体で考えたときに御検討いただきた

いと思います。 

◎浜田（英）委員 この委員会で何回か中央児童相談所に行ったこともあります。監査で

も行ったことがあるんですけれど、中央児童相談所と高知市との組織の壁もあったように

思います。今回この反省によって、高知市へ積極的に県のほうも出向いていく姿勢は評価

したいと思います。 

一方、高知県は児童虐待のリスクをちょっとでも軽減させるために、周産期からの児童

虐待防止に向けて随分、日本でもいち早く取り組んできた県です。改めて、周産期からの

児童虐待に対する対応をもう一度やっていくべきじゃないか。特に、初めての子供はお母

さんも大切ですから、こんなことに興味を示していくでしょうけれど、問題は、第２子・

第３子ができたときに、どうしてもそっちのお世話が多くなって、最初に生まれた子をな

いがしろにするところがあります。そんなところで児童虐待の可能性も出てきます。むし

ろ、第２子・第３子のときの周産期に対する児童虐待について何らかのサジェスチョンを

お母さんに与えられるような対応も必要じゃないかと思っています。高知県は人工妊娠中

絶の多い県ですし、離婚も多い。それでもって所得の低い県。せっかく生まれてきた子な

ので、大事に育てる意味では、特に第２子・第３子の周産期からの児童虐待に関する母親

に対する教育は、非常に大事じゃないかなと改めて思いましたので、ひとつよろしくお願

いします。 

◎吉良委員 この報告をずっと読ませていただいたんですけれども、より丁寧に、より連

携を緊密に、より客観的な意見も入れたという３点に集約されるんじゃないかと思うんで

す。いずれにしても、これは現在の職員に対しては、物理的にも、精神的にも厳しい要望

だと思うんです。ここにありますように、要支援センターは 800 件の相談件数があるとか、

あるいは子ども家庭支援センター、両方とも高知市ですけれども、１人当たりの担当件数
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が 105 件だということですね。この中で、さあ、この提言をどういうふうにやっていくの

かということは、ひとえに市だけじゃなくて県にも大きくかかわってくる問題だと思いま

す。県としても、今、４月から人員の配置をしたとか、各市町村に対して努力なさってい

ますけれども、どこかの部署の人を回して強化することも、どの部署も大変で、そういう

余力もないんじゃないかと思うんです。そうすると、やはり人をふやすか、人を減して市

町村に対応していく能力を高めていくのか、あるいは、社会資源、民生委員とかを含めて、

民間の子供たちにかかわるような組織にも一定の協力をお願いしていくことも考えていく

べきだと思うんです。まずこの社会的資源についての考え方をもう少し具体的に、今、現

時点でどのようにお考えになっているのか、お聞きしたい。 

◎森児童家庭課長 今、民生児童委員のお話もございました。県としては、やはり地域で

子供を見守る仕組みづくりは必要だということで、先ほど各市町村の中で子供を見守る体

制づくりを進めていくことを考えております。具体的に、これから、各市町村に実際に回

って、民生児童委員とか個別にどうしていくかを話したいと思っております。その中で、

各市町村の中で、まずできることから取り組んでいただく。そのために、まず県が全体の

コーディネートとか、方向づけというところをやっていこうと考えております。 

◎吉良委員 チャイルドラインを含めて、子供に関するさまざまな組織がありますので、

ぜひ協議会などを開いてお知恵も拝借しながら、地域としてどのように対応していくのか

検討していただきたいと思います。 

それからもう一点ですけれども、この間ずっと施設を回っていたんですけれども、県の

人員体制の問題として大きいのは、例えば女性相談支援センターも今回かかわっているわ

けですけれども、実際に相談に乗る職員が非正規で、しかもそれが売春防止法によって非

正規じゃないといけないと決まっていて、毎年非正規の職員がそういうケースに当たって

いるというのが、その蓄積だとか系統性だとか現実的な対応の専門性を非常に阻害してい

くものじゃないかと思うんです。やはり国に対してもそういう雇用関係の変更も求めてい

かないといけないし、県としてはそれがあってもなお継続的にこの事案は安定的に責任を

持って当たっていく体制の確保が非常に必要だと思うんです。そこについては、今、どの

ようにお考えなのか。 

◎森児童家庭課長 女性相談支援センターですが、文化生活部の所管になっておりますの

で、私からその点についてのお答えは、差し控えさせていただけたらと思うのですが。 

◎吉良委員 部長。そこの辺の職員の配置の雇用形態については一般的にどうなんですか。 

◎井奥地域福祉部長 先ほど課長から話がありましたけれども、本県の児童相談所の体制

については、前回の事件以降、充実・強化を図っているということで、職員の専門性を向

上させるための研修体制に関しては、全国でもトップクラスの体制が組めているのではな

いかと思います。今、委員さんからいろいろ議論がありました、要保護児童対策地域協議
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会、浜田委員からもお話ありました周産期からの子供に対する取り組み、特にお母さんに

対する支援ということでいきますと、こちらの組織の中には、国の指導基準がありまして、

そこの中には、福祉関係の行政職員と児童虐待にかかわる行政職員とあわせて地域の支援

機関、プラス、マンパワー的に民生児童委員が参加することになって、県下 34 市町村すべ

て設置されておりますので、そういう支援なりにかかわる方はメンバーとしては入ること

にはなっています。ただ、今回の事件で教訓的になってきたのは、せっかくつくった地域

支援、要保護児童対策地域協議会は、メンバーはきちんと国の要綱どおり集めているけれ

ども、それがそれぞれの事案に応じて、確保したマンパワーがうまく機能する仕組みにな

っていたのか、今、吉良委員もおっしゃったように、丁寧な形をもってより緊密な連携の

もとにそれができていたか非常に疑問だという提言が中心になっております。その辺再度、

今、課長からも申し上げましたように、市町村を回って、実際の協議会の活動が、それぞ

れの階層、会議のレベルでは３段階になっていますけれども、どういう頻度で、どういう

内容で、どういうメンバーでやっているか、実態も含めて、児童相談所、中央と幡多とあ

りますけれども、その辺精査していきたいと考えております。 

◎吉良委員 早急にルール化だとか出張相談所のあり方とか、市町村にも提起して、明記

して、市町村にもわかりやすく県とかかわっていける緊密な連携のあり方を模索していた

だきたいと思います。お願いしておきます。 

◎大野委員 今回の事件は、12 月 25 日ということもあって、子供にとっても本当に１年

の中で一番楽しみにしていた日に事件が起こったのは本当に悲しいことで、改めて児童の

冥福を祈りたいと思っています。今までいろいろ話があったんですけれども、今後、市町

村や地域でも子供を見守るシステムをつくっていくことが言われているんですけれども、

この提言の中に、実は、母親の生活状況を理解してアセスメントしていくということがあ

るんですけれども、今後、例えば個人情報のことなんか、よほど留意していかないと、特

に町村なんかでは、個人情報の漏えいがその人の生活にもいろんな影響も与えてきます。

そういったことも含めて、物すごい留意をしていかないといけないと思いますが、その辺

のところをお伺いしたい。 

◎森児童家庭課長 こういった児童虐待等にかかわるケースに当たっては、市町村とか、

病院とか、いろんなところから情報等をいただいてやっていかないことには、家庭の見立

てとか、リスクの状況とか把握はできないことになっております。児童相談所については、

関係機関から情報を収集することがもともと業務として認められております。あとは、確

実に個人情報ということを留意しながら、きちんとして対応していくことになると思いま

すので、児童相談所の中では、個人情報の取り扱いは厳重にしている現状ですので、そこ

を継続していきたいと思います。あとは、そういった情報の中で、どこまでの情報を要保

護児童対策地域協議会の中で入ってくるメンバーの方々に守秘義務をきちんとお知らせし
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た上で、どうやって情報共有しながらやっていくかというところが一つ大きな課題にもな

ると思います。その点については重々注意をしながら、先ほど言った見守りの取り組み、

仕組みを進めてまいりたいと考えております。 

◎大野委員 結構、この提言書の中では、母親のことが出ておりましたので、県にしても

市にしても、そうしたところを今後、民間との連携なんかもあるということなんで、そこ

ら辺が自分も心配しているところであるので、その辺は充分に気をつけていただきたいと

思っています。 

◎依光委員長 ほかに。 

（な  し） 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

以上で、地域福祉部を終わります。 

《文化生活部》 

◎依光委員長 次に、文化生活部について行います。 

最初に、議案について、文化生活部長の総括説明を求めます。なお、部長に対する質疑

は、各課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、御了承願います。 

◎岡﨑文化生活部長 それでは、９月議会への提出議案につきまして説明をさせていただ

きます。 

文化生活部からは、平成 27 年度一般会計補正予算議案２件と条例その他議案２件を提

出をしております。 

まず、お手元の資料②の議案説明資料、補正予算の８ページをごらんください。文化生

活部の補正予算総括表です。２課から補正をお願いしておるところです。まず、私学・大

学支援課におきまして、国の実証研究事業の受託を受ける形で、県内の専門学校が経済的

理由により就学が困難な生徒に対する経済的支援、学費の減免を実施する場合に、その支

援経費として 258 万円。また、情報政策課におきまして、大川村に開所予定の集落活動セ

ンターなど２カ所でインターネット等を利用するための光ファイバーによりブロードバン

ド環境を整備するための経費として 495 万 1,000 円。部全体では 753 万 1,000 円の増額補

正をお願いしております。 

次に、右肩③の条例その他議案をごらんください。表紙をめくっていただきますと、最

初に議案目録がございます。このうち文化生活部は、第２号議案と第 18 号議案の２件が該

当しております。 

まず、２号議案は、現在建築を進めております高知県立高知城歴史博物館の設置及び管

理に関して、必要な事項を条例で定めるものです。 

次の 18 号議案は、この４月１日の高知県公立大学法人と公立大学法人高知工科大学と

の法人合併に伴いまして、存続法人である高知県公立大学法人の中期目標に、高知工科大
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学に関する項目を追加しようとするものです。 

続きまして、報告事項が１件ございます。お手元の文化生活部の資料、（報告事項）の

赤のインデックス、文化推進課をお開きいただきたいと思います。坂本龍馬記念館基本設

計の概要についてです。昨年 12 月から進めてまいりました建築と展示の基本設計がこのほ

どまとまりましたので、その概要について御報告をするものです。詳細につきましては、

担当課長からそれぞれ説明をさせていただきます。 

最後に、文化生活部が所管します審議会の開催予定について御報告します。同じ資料の

審議会等という赤のインデックスのついたページをごらんください。平成 27 年度各種審議

会の開催予定についてという資料です。当部が所管します主な審議会等としては、高知県

消費生活審議会、こうち男女共同参画会議、高知県私立学校審議会と高知県人権尊重の社

会づくり協議会の４つがございます。それぞれの開催日や審議経過などにつきましては、

今後の委員会で随時御報告をさせていただきます。 

私からは以上です。 

◎依光委員長 続いて、所管課の説明を求めます。 

〈文化推進課〉 

◎依光委員長 初めに、文化推進課の説明を求めます。 

◎髙橋文化推進課長 まず、高知県立高知城歴史博物館の設置及び管理に関する条例議案

について御説明します。この条例議案は、資料③の条例その他の議案の１ページにござい

ます。説明は議案参考資料で御説明したいと思いますので、お手元にお配りしております、

赤いインデックスがついております文化推進課のところをお開きいただきたいと思います。

こちらに条例制定についてという資料がございますので、そちらをごらんください。高知

城歴史博物館は山内家資料を核に、近世を中心とした日本の歴史文化を研究し、全国に発

信する博物館として設置するものです。これまでは新資料館という仮称で呼んでおりまし

たが、昨年の 12 月議会の危機管理文化厚生委員会において、高知県立高知城歴史博物館と

いう名称とすることを御報告させていただいたものです。 

まず、山内家資料等について御説明をします。山内家資料は資料の左下の概要に記載し

ていますとおり、国宝の古今和歌集高野切本を初めとする古文書や美術工芸品など約６万

7,000 点、評価総額約 42 億円の、全国の研究者から注目されます大名家資料群です。上の

経緯にありますとおり、平成６年に山内家資料に関する基本方針として県立施設を整備し、

資料を活用するという確認を県と山内家との間で行ったことが設置の契機です。平成７年

には、県と高知市が出資して、財団法人土佐山内家宝物資料館を設立し、山内神社宝物資

料館の施設を借用して資料の保存公開を開始しました。その後、順次、資料の購入、寄贈、

寄託を進め、平成 16 年には山内家資料全点の県への移管が完了しました。平成 22 年には

高知城周辺に早急に新しい資料館を整備すべきという保存等検討委員会の提言を受けまし
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て、高知県新資料館基本構想を策定しました。 

その内容につきましては、中央に記載してありますとおり、７つの機能として、保存す

る、研究する、公開する、学ぶという、従来からの博物館機能に加えまして、高知城の前

という立地条件を生かし、集まる、つなぐ・むすぶ、行き交うという、地域振興、観光振

興にも寄与する機能も明記しております。 

建物は、その下に建築設計の考え方と施設概要にありますとおり、南海トラフ地震に対

応する安全な建物として、１階と２階の間に免震装置を備えた中間層免震構造を採用し、

２階以上に収蔵庫と展示室を配する高度な博物館機能を備えた、地上３階建ての施設とし

て昨年度、建築工事に着手しております。 

それでは、条例の内容について御説明します。右側です。先行の条例として、歴史民俗

資料館や美術館など５つの県立文化施設の設置管理条例がありますことから、基本的な構

成は先行条例に倣っておりますが、高知城歴史博物館の特徴となる点を中心に、右の表に

沿って御説明します。 

第１条では、設置の目的や果たすべき役割について規定しております。基本構想に掲げ

ましたとおり、従来からの博物館機能に加えまして、歴史や文化による交流を支援するこ

とによります地域振興、観光振興への寄与を設置目的として規定しました。 

第２条で、施設の管理運営を指定管理者に行わせることを規定しておりますが、昨年の

９月議会の危機管理文化厚生委員会で御報告させていただきましたとおり、指定管理者に

ついては、山内家資料等の保存活用のために設立され、各分野に精通した学芸員の配置や、

これまで蓄積してきました実績やノウハウによりまして、山内家資料を核とした高度な博

物館事業を行うために必要な専門的能力を有しております公益財団法人土佐山内記念財団

を直指定することを予定しております。なお、この土佐山内記念財団は４月から名称を変

更しておりまして、山内記念財団になっております。 

次に、第３条・第４条では、休館日、開館時間を規定をしております。休館日は既存の

県立文化施設と同様に年末年始６日間のみとしておりますが、開館時間につきましては午

前９時から午後６時とし、閉館時間を他の文化施設と比べ１時間遅くしております。これ

は、高知城追手門の前という立地条件を生かして、観光客の利便性向上を図り、入館者増

を目的とするものです。さらに、日曜日につきましては、日曜市を朝早くから訪れる観光

客等のニーズにこたえるため、１時間開館を早めまして８時開館としております。また、

高知城が行うお城まつりなどの行事に合わせて開館時間を延長するなど、柔軟な運用がで

きますように、休館日や開館時間の変更ができる規定を盛り込んでおります。 

次に、第 13 条・第 16 条の展覧会の観覧料につきましては、常設展観覧料及び年間観覧

券の基準額を規定をしております。常設展は、既存の県立文化施設や都道府県立歴史系博

物館等を参考に、税抜き 460 円に設定をしました。既存の県立文化施設と同様に、高校生



- 39 - 

以下と長寿手帳をお持ちの県民の皆さんは無料としております。また、常設展、企画展が

自由に観覧できます年間観覧料を、税込みで 2,000 円に設定をしております。企画展開催

期間中の観覧料につきましては、知事の承認を得て指定管理者が別途定めることとしてお

りますが、企画展は他の歴史系博物館の料金を参考に、税込み 700 円を想定をしておりま

す。この 700 円と高知城懐徳館の利用料 420 円とのセット券導入も検討しておりまして、

1,000 円にすることで、高知城と博物館をあわせて御利用いただきたいと考えております。 

次に、施設等の使用料についても規定を設けております。ホール、実習室、和室は館の

講座等の事業に利用しますが、使用していないときは貸し出す運用とします。特別展示室

については、企画展の合間に貸し出す場合があることを想定して、規定を設けたものです。

いずれも料金につきましては、既存の県立文化施設や近隣の状況も踏まえて設定をしまし

た。また、業として行う写真の撮影等は既存の県立文化施設と同じ料金設定です。設置目

的に関連する催し物は企画展に合わせた地域の物産展の開催などを想定したもので、料金

につきましては、都市公園条例や歴史民俗資料館の催し物開催に係る料金と同一単価とし

ております。 

最後に、開館までのスケジュールについて御説明申し上げます。右下にスケジュールを

記載しておりますが、建築工事は本年度末までで終了して、建物の引き渡しを受け、その

後、展示ケースの設置や資料の移転作業等の準備を進めまして、平成 28 年度中の開館を予

定しております。今議会で設置管理条例の議決をいただきましたら、指定管理者の選定手

続に入りまして、12 月議会に指定管理者の指定議案を提出させていただき、平成 28 年４

月から指定管理業務を開始させたいと考えております。 

以上が、高知県立高知城歴史博物館の設置及び管理に関する条例の説明です。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎浜田（英）委員 坂本龍馬記念館に平成 29 年１月から新館ができる。課長とも話をしま

したけれど、常設展とここは特別展示室もあるわけで、平成 29 年からの坂本龍馬記念館の

リニューアルの間、龍馬記念館が展示している分をここへもぜひ飾らせてもらわないとい

けない思うんです。それをまた山内財団によく話をして、ここは山内のものしか飾らさな

いという感じじゃなくて、これだけ立派なものができた、坂本龍馬と高知城も随分関係も

ありますし、そこら辺を上手に仲立ちをしてもらいたい。 

それから、近くにある図書館が東洋ゴム工業の免震の関係でおくれそうだという話もあ

りますけれども、近くですので、ぜひ、ここができたら、県市の合同図書館でもこんな資

料を見れますよというコーナーをつくることも考えないといけないと思っていますけれど、

どうでしょうか。 

◎髙橋文化推進課長 坂本龍馬記念館が平成 29 年１月ぐらいから工事のため閉館になり

ます。平成 29 年３月ぐらいに新しい博物館がオープンするけれども、この山内家資料６万
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7,000 点の中にもすばらしいものがたくさんございまして、現在そのオープンに向けまし

て、開館の名品展のようなものを検討しておりまして、それでまず第１弾を打ち出してい

きたいということはございます。坂本龍馬記念館の資料のあり方については今、協議中で

すけれども、今後、より、新館をリニューアルすることをＰＲできるような方法で、いろ

いろなところで見ていただくことも考えたいですし、また、歴史民俗資料館とか、そうい

った博物館での展示も検討しながら、文化財団とも協議していきたいと考えております。 

あわせまして、図書館ですけれども、例えばこの町なかの中心市街地のいろんなものが

一緒に見れるような相互の情報発信は必要になってくると思いますので、既に財団がいろ

いろと商店街の皆様とか、この文化施設関係者と協議をしておりまして、より、エリア全

体で発信できる方向では今後も協議していきたいと思っております。 

あわせまして、今度の博物館では、県内の文化施設の情報発信とか、中心市街地を、例

えば今の町並みと江戸時代の町並みを比較しながら見れる資料もつくって、町歩きにも生

かしてもらえるような情報発信もしていきたいと考えておりますので、あわせて、図書館

などを利用する方も博物館も利用していただけるような協議を進めていきたいと思います。 

◎上田（貢）委員 今の山内家の資料館の後は何に使う予定をしていますか。 

◎髙橋文化推進課長 現在、山内神社でお借りしております宝物資料館は山内神社の所有

でして、県がお借りするのを終了しますと、山内神社でどういったものを利用されるのか

を考えていただくことになります。特に今どういうものというところまではお話はお聞き

はしておりません。 

◎上田（貢）委員 私もいろいろ考えている中で、今の文学館の横の図書館が今度、公文

書館になるんですか。それはもう議会で決まったことなので、ひっくり返すのは難しいか

もしれませんけれど。ああいう一等地に、あの辺を歴史観光エリアとしてこれからアピー

ルしていこうという中で、そういう公文書館に使うというのはいかがなものかなと思って。

今の山内の資料館に移すとか、あそこをもっと有効に使うということはどうでしょうか。 

◎髙橋文化推進課長 現在の県立図書館の跡地の公文書館とか、利用の検討については、

総務部が所管をして検討しているところです。 

◎吉良委員 最も大事な学術研究の拠点としての研究の側面における記述がどこにあるの

かと思って見ていたんですけれども、それらについての条項はないんですか。 

◎髙橋文化推進課長 設置及び管理の関連の条例ですので、公の施設としてどのような管

理をしていくかということを定める条例になっております。研究の部分というのが全くな

いというわけではありませんけれど、こういった目的で館を設置するという規定をしてい

るということです。例えば第１条に、資料等を保存し、調査研究し、展示し、教育普及に

活用することにより、等々の規定です。 

◎吉良委員 そうすると、指定管理者が直接的に、記念財団ですけども、そこに県として
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は人員体制だとかそういうものを委託するときに条件を示したということになるわけです

か。 

◎髙橋文化推進課長 この条例を議決いただきましたら、指定管理者として指定するため

の手続を今後してまいります。その中で、県から、基本構想をもとに、こういったことを

やってくださいという要求水準を定めまして、それに基づいて指定管理者が計画をつくっ

て、審査をするという中で、そういったところに研究の部分は入ってくることになります。 

◎吉良委員 直接的に今度の議案にかかわらないわけで申しわけないですけれども、やは

り新しい発見とか、その価値づけというのは非常に大事で、そのことによって来館者の数

も大きく左右されると思いますので、ぜひそちらにも力を入れてやってくださるように要

望しておきます。 

◎髙橋文化推進課長 お話にありましたとおり、この６万 7,000 点の資料すべてが整理で

きているわけではございません。それをきちんと調査して研究して全国に発信して、館の

魅力を高めていくのは、一番大きいところだと考えております。そこら辺は力を入れて取

り組んでいきたいと思います。 

◎桑名委員 関連。指定管理を指定するに当たって、今、いろんな水準を決めるというん

ですけれども、職員は今の職員数からどれぐらいプラスになるイメージですか。 

◎髙橋文化推進課長 最終的には、職員は 23 名になる予定です。 

◎桑名委員 現状から 23 名にふえるんでしょうけれども、それは学芸員がふえるとか、一

般の職員がふえるとか、いろいろあろうかと思いますが、内訳がわかれば教えてください。 

◎髙橋文化推進課長 現在、既に必要な学芸員は着任をしておりまして、学芸課に学芸員

が５名、それから企画課にも学芸員が３名おります。あと、館長も学芸員の活動もしてお

るようでして、あと、受付関係の方などがふえてきて、最終的に 23 名になるということで、

今、引っ越しの準備をしていることもございまして、昨年までは 18 名でしたけれども、現

在は 21 名で業務をしております。それにあと２人が加わるという形です。 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

〈私学・大学支援課〉 

◎依光委員長 次に、私学・大学支援課の説明を求めます。 

◎岡村私学・大学支援課長 最初に、補正予算議案について説明をさせていただきます。 

資料②の議案説明書、補正予算の９ページ、歳入の補正予算につきましては、歳出の補

正予算に連動しておりますので、説明を省略させていただきます。 

次の 10 ページをお願いします。右端の説明の欄にございます専修学校生修学支援補助

金と事務費は、文部科学省が今年度から実施します専門学校生への効果的な経済的支援の

あり方に関する実証研究事業の委託を受け実施する事業であり、財源は、歳入の補正予算

に計上していますように全額国費となっております。 
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議案参考資料の赤いインデックス、私学・大学支援課の資料１をお願いします。中ほど

に国の事業の概要を載せていますが、この事業は、意欲と能力のある専門学校生が経済的

理由により修学を断念することがないよう、経済的支援やその効果などについて実証的な

研究を行うもので、知事も委員となっております教育再生実行会議の提言や、文部科学省

が設置した専修学校生への経済的支援のあり方を検討するための有識者検討会での議論を

踏まえ実施されるものです。 

なお、専門学校生に対する経済的支援としては、本県は全国で唯一、授業料減免に対す

る補助を行っていますが、今回、県の支援に加えて、国の公費補助も加わることとなりま

す。県が委託を受け行う事業としては、専門学校生に対する修学支援のためのアドバイス

や授業料を補助する経済的な支援の効果を分析、検証するための基礎データの収集であり、

専修学校生修学支援補助金として 253 万円、事務費として５万円を計上しております。 

授業料減免補助の対象となるのは、中ほどから下のほうにありますが、生活保護世帯、

市町村民税所得割非課税世帯、所得税非課税世帯、家計急変世帯の生徒で、かつ学校が授

業料の減免を行っていることが要件となっており、今年度はこれらの要件を満たす４校が

実施予定です。補助対象は学校が減免した後の生徒の授業料であり、補助率は学校が減免

した額の２分の１かつ授業料総額の４分の１以内となっております。 

ちなみに、授業料が 100 万円、学校が２分の１の 50 万円を減免した場合のイメージを

載せていますが、県単補助として行っている部分が学校の減免額の２分の１で 25 万円。さ

らに今回の国による経済的支援の補助が生徒負担額から学校減免額の２分の１の 25 万円

を補助することとなり、学校、県、国、生徒がそれぞれ 25 万円ずつ４分の１負担という形

になります。 

なお、今回、実証研究事業委託要項の決定が４月になったため、６月補正予算として計

上するものです。 

続きまして、高知県公立大学法人に係る中期目標の一部変更に関する議案について説明

をさせていただきます。お手元の資料③の議案（条例その他）の 98 ページをお願いします。

この議案は、平成 27 年４月１日の高知県公立大学法人と公立大学法人高知工科大学との吸

収合併に伴い、存続法人である高知県公立大学法人の中期目標に、高知工科大学に関する

項目を追加しようとするものです。既に吸収合併し、４月から１つの公立大学法人のもと

でスタートしておりますが、地方独立行政法人法の規定により、中期目標を変更する場合、

あらかじめ当該公立大学法人の意見を聞かなければならないとされており、新たな体制と

なった公立大学法人の意見を聞く必要があったため、今議会での提案となったものです。 

議案参考資料の赤いインデックス、私学・大学支援課の２枚目の資料２をお願いします。

下段に、地方独立行政法人法の抜粋を載せていますが、公立大学法人設立団体の長は、教

育研究等に関する６年間の中期目標を定め、これを法人に指示し、公表しなければならな
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いとされており、その策定に当たっては議会の議決を経なければならないとされています。

また、上段に記載しておりますように、法人は、設立団体の長の指示を受けた中期目標に

基づき、当該中期目標を達成するための中期計画を作成し、設立団体の長が認可すること

とされています。さらに、認可された中期計画を達成すべく、年度計画を定めることとな

っております。 

次のページ、資料３をお願いします。今回の中期目標の変更は、先ほど説明したように、

本年４月の高知県公立大学法人と公立大学法人高知工科大学の吸収合併に伴い、存続法人

である高知県公立大学法人の中期目標に、新たに加わる高知工科大学の内容を盛り込むも

のです。 

中期目標の期間は、高知県立大学が法人化されました平成 23 年度から平成 28 年度まで

となっており、今回、平成 27 年度、平成 28 年度の２年分を変更することとなります。 

変更内容としては、高知工科大学関係の教育、研究、社会貢献に関する目標の追加のほ

か、高知県立大学と高知短期大学にも共通する変更として、産学官民連携の推進、学生の

就職支援や受け入れに関する目標の追加です。 

主な変更箇所を次のページの資料４の新旧対照表で御説明します。この新旧対照表は、

左の欄が新、中央が旧で、右の欄は旧の公立大学法人高知工科大学の中期目標となってお

ります。 

資料４の３ページをお願いします。変更となっているところは赤字で示しております。

第１の２の（１）の表では、教育研究上の基本組織として、高知工科大学の学部、大学院

の組織を追加しております。 

６ページをお願いします。中ほど、エ、学生支援に関する目標の（ウ）就職等支援では、

高知県立大学、高知短期大学の学生の県内就職を支援するため、産業界との連携を強化す

ること。また、次のページのオ、学生の受け入れに関する目標では、高知県立大学におい

て、県内高校生の入学を支援する取り組みを継続して行うことを追加しています。これら

は、若者の地方定着をより促進していくために、今回追加をするものです。 

８ページをお願いします。（３）社会貢献の質の向上に関する目標に、エ、産学官民連

携に関する目標として、この４月に永国寺キャンパスに開設しました高知県産学官民連携

センターと連携し、産業振興や地域課題解決に向けた活動を行うことを追加しております。 

次の９ページの２から高知工科大学に関する内容となります。まず、（１）教育の内容

及び成果として、豊かな人間性、高い専門性、広い視野を持つ有為な人材育成。大学の国

際性を高める取り組みの推進。高度研究者、高度技術者として社会的役割を担える能力を

持つ大学院生の育成など。 

また、イの教育の実施体制として、教育の質を改善する体制の強化、社会のニーズに応

じた教育内容、方法の改善、永国寺キャンパスでの体制整備などを目標としています。 
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次の 10 ページのウ、学生支援として、多様な学生のニーズにこたえる学生支援、きめ

細かなキャリア支援、経済的困窮者への支援とともに、高知県立大学同様、県内就職を希

望する学生支援のための県内産業界との連携強化を。 

次のエ、学生の受け入れとして、大学院留学生の受け入れの強化、県内高校からの入学

支援、大学の特徴やアドミッションポリシーの周知などを目標としています。 

次の（２）研究の質の向上に関する目標では、ア、研究水準及び研究成果として、世界

に通用する研究成果を上げることや、その成果の還元を図ることを。 

イ、研究実施体制の整備として、知の最先端を目指し、世界に通用する研究を行うため、

すぐれた研究の芽に人的・物的資源の重点投資を行うことなどを目標としております。 

次のページ、（３）社会貢献の質の向上に関する目標では、ア、社会貢献活動として、

地域活性化や地域振興のための活動、研究成果等の公開、共同研究・受託研究の充実、地

域の教育機関や教育行政との積極的な連携を。 

イ、社会貢献活動の実施体制として、県民ニーズに対応する公開講座や社会人教育の実

施、地域ニーズを把握するための体制整備などを行うこととしています。 

また、ウ、産学官民連携として、高知県立大学同様、高知県産学官民連携センターと連

携し、産業振興や地域課題解決に向けた活動を行うことを新たに追加しております。 

12 ページをお願いします。３、人事の適正化に関する目標として、教育研究活動や大学

運営の質的向上を図ることを評価制度実施の目的として新たに追加しています。 

また、次の４、事務等の効率化・合理化に関する目標では、平成 27 年４月の法人統合

に伴い、より効率的かつ効果的な事務処理を行うことを明示しております。 

主な中期目標の変更は以上となります。 

なお、今回の変更については、大学の教育研究の自主性、自立性を尊重する観点からも、

県が一方的に定めるものではなく、先ほど説明しましたように、事前に公立大学法人の意

見も聞くなど、十分、意思疎通を図りながら、また、高知県公立大学法人評価委員会の御

意見もお聞きした上で変更するものです。 

説明は以上です。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎桑名委員 専修学校の修学支援補助金は本当にありがたいことですけれども、国は今後、

何年ぐらいをめどにこれを続けてくれるんでしょうか。 

◎岡村私学・大学支援課長 当面、国の委託事業は３年間となっております。３年間の間

に国が県とは別の調査機関に委託をして、この経済的支援の実施についてのデータ等を収

集して、それからまた判断するということを聞いております。 

◎桑名委員 これはモデル事業ですけれども、いろんな奨学金があって、子供たちにとっ

たらありがたいし、効果は大体見えてきているけれど、何を研究しようと国はしてるんで
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しょうね。 

◎岡村私学・大学支援課長 最初にも説明しましたように、こういった授業料減免をやっ

ている県が高知県しかないということで、例えば都道府県もさらに効果があって、こうい

ったことが出てくるのかどうかも勘案するんじゃないかと思います。国のほうにはそこま

で聞いてはいないですが。 

◎桑名委員 それはそうだと思いますが、あとは、これを使いたいけれども足踏みしてい

るというか考えているところは、３年たったらその後どうなるんだというところで、専門

学校だから２年で終わって、中には途中で終わってしまう人がいて、次の年度からは、こ

の 25 万円が出なかったら 50 万円払わなくちゃいけないとなったときにどう対応したらい

いのかが、学校の中でどうしようか考えたんだよねというのが聞こえてきたんですけれど

も、そういったところは。 

◎岡村私学・大学支援課長 高知県の場合は既に授業料減免をやっていますので、さらに

追加でという、もし終わったとして国の分をまたやることにはならないとは思うんですが、

一方で、例えば奨学金制度なんかも、今のところ充実させていこうという動きもございま

すので、授業料減免以外の部分の動向も見ていきたいとは思っています。 

◎桑名委員 国には、これは調査したらいい結果が出ると思いますので、３年ではなくて、

もっと続けてもらうことをまた要望していってください。 

◎吉良委員 関連して。この対象ですけれども、現在、県単の補助金を利用している生徒

数に準じてこの予算は計上されたんでしょうか。 

◎岡村私学・大学支援課長 国の要件と県の要件は若干違います。国の要件は、先ほど説

明したように、市町村民税の所得割とかが非課税の方ですが、県の場合は、授業料減免は、

半額の減免であれば、若干所得がある方も対象になっております。去年の実績を見ながら、

国の要件に合う人はどれぐらいかということで見ましたし、学校にも大体の予定を確認し

ております。 

◎吉良委員 そしたら、国の要件で受けられる人は全部補足をした予算額、国の予算額と

なっていると把握してよろしいですか。 

◎岡村私学・大学支援課長 生徒はなっています。ただ、学校の要件もございますので、

どうしても学校の要件のところで一番大きいのは、学校が授業料減免をやっていることが

ございます。そこはありますが、その要件が該当する学校では、国の要件に該当する方は

すべてなっています。 

◎吉良委員 学校がやるやらないにかかわらず、国の要件を満たしている生徒数は把握し

ておりますか。 

◎岡村私学・大学支援課長 そこまでは把握はしておりません。 

◎依光委員長 ほかに。 
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（な  し） 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

〈情報政策課〉 

◎依光委員長 次に、情報政策課の説明を求めます。 

◎小野情報政策課長 情報政策課の補正予算について御説明します。お手元の資料②、補

正予算の議案説明書の 11 ページをお願いします。当課の補正額は 495 万 1,000 円の増額と

なっています。当課では中山間対策の一環として、中山間地域などの集落の維持や再生に

向けた取り組みを行うための情報通信基盤の整備を行う市町村に対して支援を行っており

ます。今回、増額をお願いしております中山間地域等情報通信基盤整備事業費補助金は、

大川村の集落活動センターと移住や定住対策として整備する村営住宅においてインターネ

ットなどを利用するための光ファイバーを整備しようとするものです。こうした光ファイ

バーなどの超高速ブロードバンドについては、大川村を含め県内の 12 市町村において未整

備地域が残っており、集落活動センターや移住定住対策などの事業の進捗に合わせて適宜

整備を実施していく必要がございます。大川村では、集落活動センターの完成を来年３月

に、また村営住宅の完成を本年９月に予定しておりますことから、これらの施設に整備す

るための工期を勘案し、６月補正予算に計上させていただくものです。 

情報政策課の説明は以上です。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎浜田（英）委員 県内の 12 市町村のブロードバンドが整備されていないのはどこの市町

村ですか。 

◎小野情報政策課長 一部でも未整備等が残っているところです。高知市、安芸市、宿毛

市、土佐清水市、香美市、大豊町、大川村、いの町、仁淀川町、佐川町、越知町、三原村

の 12 市町村です。 

◎浜田（英）委員 ＮＴＴ時代に情報スーパーハイウェイ 2.4 ギガを整備しました。今、

ＳＴＮet でやっていますよね。各市町村はあのときはイントラネットでつながっていまし

たけれども、今もＳＴＮet の回線でつながる状態ですか。 

◎小野情報政策課長 ブロードバンドということで言えば、すべてつながっております。

今、未整備というのは超高速ブロードバンドという 30 メガ以上の一定の速度を担保できる

ものでの未整備が 12 市町村となっています。 

◎浜田（英）委員 500 万円弱の費用でいけるということは、プロバイダーもちゃんと決

まって、ある程度これを使ってくれる人がいるからこれぐらいの値段でいくわけですか。 

◎小野情報政策課長 今回は２カ所、１つは集落活動センターですので、そのセンターの

活動のために利用するようになろうかと思います。もう一点は、新たな村営住宅ですけれ

ども、そこについては 24 世帯が入居予定です。ただ、24 世帯すべてが利用するかどうか
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はこれからとなってまいるかと思っております。 

◎浜田（英）委員 それぐらい利用できるんだったら、ある程度これぐらいの値段でやろ

うということになったんじゃないかと思いますけれども。これは回線は、大川村で全部持

つか。業者が持つか。どっちの仕様か。 

◎小野情報政策課長 今回については、役場が整備をして、ＮＴＴということになってお

ります。 

◎浜田（英）委員 ネオメイトが前やったことがありましたけれど、ネオメイトではない

ですか。今までこういう小さい集落をやった経緯がありますけれども。 

◎小野情報政策課長 そのネオメイトというのを承知しておりません。 

◎浜田（英）委員 東洋町はそれでやったんですよね。わかりました。 

◎西森委員 今回、補正予算が出ているんですけれど、当初の予算として上げることはで

きなかったんですか、これは。 

◎小野情報政策課長 村営住宅については、住宅の工事自体は昨年度からでした。ただ、

一つは村の中でそこの住宅だけにそういった整備をしていいのかどうか、周辺をどうして

いくのかというところもございました。ただ、そうした中でやはりこういった移住、定住

というところで住宅にも必要という判断がございまして、村もこの６月議会で補正をして

整備をするようにしています。集落活動センターについても同じような状況かと思います。 

◎西森委員 恐らく今後先ほどの 12 市町村に関しても整備をしていくことになってこよ

うかと思いますけれども、市町村との話し合いの中で予算化というのはどんな形で進めて

いくのか。 

◎小野情報政策課長 まず、整備の仕方があると思っております。面的に、すべての市町

村内を整備するとなるとすごく経費がかかってまいります。今回のように拠点という意味

での整備であれば一定の事業費ということも考えられます。いずれにしても市町村と十分

に話をしながら、その市町村の状況に応じて対応していきたいと考えております。 

◎西森委員 市町村が集落活動センターにつなげていきたいという場合は、今後もこうい

う形の補正として出てくるという考え方ですか。 

◎小野情報政策課長 今年度であれば、当然また予算額は不足することであれば、補正と

いうことで御審議いただきたいと考えております。 

◎依光委員長 よろしいですか。 

（な  し） 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

以上で、文化生活部の議案を終わります。 

《報告事項》  

◎依光委員長 続いて、文化生活部より、１件の報告を行いたい旨の申し出があっており
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ますので、これを受けることにいたします。 

〈文化推進課〉 

◎依光委員長 それでは、「坂本龍馬記念館（建築・展示）基本設計の概要について」、文

化推進課の説明を求めます。 

◎髙橋文化推進課長 報告事項の坂本龍馬記念館の建築及び展示の基本設計について、説

明をさせていただきます。 

お手元に建築と展示、それぞれの概要版をお配りしておりますので、まずは建築の基本

設計から御説明します。表紙のパース図は南側から見た外観イメージです。基本方針につ

いて御説明しますので、中をお開きいただきたいと思います。 

まず、外観デザインに対する考え方です。海に向かって突き出す外観の既存館は日本か

ら世界へ羽ばたく龍馬の精神を象徴し、光があふれる開放的な印象は、大胆な発想力と行

動力で時代を切り開いた龍馬の姿と重なっております。この既存館とは対照的に、新館は

幕末の日本をイメージさせる落ちつきのある外観となっています。外壁には無数の小さな

窓があり、この窓から差し込む光は龍馬を初めとする幕末の志士たちが抱いた志を象徴し

ております。これらが１本の大きな光、大きな力となって、日本を明治維新へと導いてい

く様をストーリー性をもって表現したものとなっております。 

次に、建物の機能に対する考え方です。左側の新館は貴重な資料をしっかりと保存・展

示することができる博物館として、温湿度管理、塩害対策、防塵、遮光、防火機能など、

公開承認施設の性能を備えた建物となるよう計画します。一方、右の既存館は太平洋を望

む雄大な景観と多様な展示を楽しむことができる観光文化施設として、来館者に坂本龍馬

記念館を強く印象づける建物となるよう計画します。 

具体的な改修内容につきましては、後ほど御説明します。 

その他の考え方につきましては、詳しい説明は省略させていただきますが、環境への配

慮では、博物館として適切な室内環境を備えるほか、ランニングコストやＣＯ２排出の削

減を目指した計画とし、またユニバーサルデザインへの配慮では、バリアフリーや多言語

対応を図るなど、記載の考え方に基づき計画を進めてまいります。 

右側をごらんください。新館と既存館の平面図、各階の概要、来館者動線について記載

しております。 

まず、新館の平面です。１階には龍馬の紹介映像を常時見ることができるシアターコー

ナーや学校団体の受け入れなどに対応するホールを配置します。また管理部門として、事

務・学芸員室や館長室などをコンパクトに配置し、管理のしやすさとセキュリティー確保

に配慮しています。２階には展示部門として常設展示室、企画展示室、ジョン万次郎展示

室を配置します。また、同フロアに収蔵庫を配置することで、資料の移動を容易にすると

ともに、安全性にも配慮しています。なお、収蔵庫は将来の資料増加にも対応できるよう
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にメザニン、中２階を設けることとしております。地下１階は機械室や電気室、トラック

ヤードなどの管理部門となっております。資料を搬入するトラックヤードは南側に設けて

おり、来館者の動線と明確に分離しています。 

次に、既存館の平面です。展示部門は現在と同様に２階と地下１階に配置しています。

２階は明るさを生かした体験型展示、地下１階は暗さを生かした展示に対応できるよう改

修いたします。あわせまして、老朽化している設備の更新や、天井や床材の取りかえを行

いますとともに、新たに１階にアメニティー機能、中２階にカフェを設置することとして

います。カフェは雄大な太平洋を眺めながらリラックスできる空間とし、屋上テラスとと

もに来館者に坂本龍馬記念館を強く印象づけるスペースとして位置づけています。 

最後に、敷地全体の配置計画について御説明いたします。裏面の下の図をごらんくださ

い。車両の動線につきましてはバスを青の線、一般車は赤の線、資料搬入車両を緑の線で

示しております。新館入り口のロータリーは一部がピロティとなっており、来館者が雨天

時でもぬれることなく入館できるよう、利便性に配慮したものとなっています。駐車場に

つきましては、既存館南側の八策広場の一部を整備し、これにより一般用が 40 台、身体障

害者用が新館入り口付近に２台、バス用が北側に４台、計 46 台となり、現状以上の駐車ス

ペースを確保する計画としております。 

建築基本設計の概要についての説明は以上です。 

続きまして、展示基本設計について御説明いたしますので、展示の基本設計概要版をご

らんください。こちらも表紙のパース図は、上段が新館の常設展示室のイメージ、下段が

既存館の体験型展示室のイメージです。 

中をお開きください。まず、展示の概要です。左の新館では龍馬と“心通わす”をテー

マとし、実物の資料を通して龍馬を「深く伝える」展示に、右の既存館では龍馬と“遊ぶ”

をテーマとし、親しみやすい演出や体験を通して龍馬を「広く伝える」展示に、それぞれ

の位置づけを明確にした展示設計としております。 

次の動線と展示の構成につきましては、新館から入館し、１階のガイダンスシアターで

導入映像をごらんいただいた後、２階の展示室ゾーンへ、続いてブリッジを通り、既存館

２階の幕末広場や地下１階の幕末写真館の体験型展示ゾーン、さらに屋上やカフェ、ライ

ブラリーなどを楽しんでいただき、最後は１階の龍馬ショップを通って退出という一筆書

きの動線計画としております。 

次に、各館の展示構成について御説明します。 

まず、新館です。常設展示室では壁付ケースやのぞき型ケースを配置し、貴重な実物資

料により、龍馬の生涯を時系列に沿って多面的に紹介する展示となっております。また、

展示最後のコーナーでは龍馬の名せりふを印象的に紹介いたします。なお、資料の紹介や

解説に当たっては、多言語に対応したシステムを導入します。 
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次に、既存館です。右側のページをごらんください。既存館では龍馬の一生をたどりな

がら、子供から大人まで幅広い年代の方々に龍馬の人柄やなし遂げた偉業をわかりやすく

楽しく理解いただけるよう、体験アイテムやビジュアルをふんだんに取り入れた展示とな

っています。２階の幕末広場は、１番の浦戸城と長宗我部氏の紹介から始まります。この

コーナーでは館の立地場所である浦戸城の成り立ちや、長宗我部氏の歴史などを紹介しま

す。２番以降は龍馬の子供のころから、脱藩と勝海舟との出会い、薩長同盟、亀山社中と

海援隊、船中八策と大政奉還、そして暗殺へと、龍馬の生涯における大きな出来事を中心

に、ダイナミックで臨場感あふれる演出で紹介していきます。各コーナーは下にイメージ

がございますが、それぞれ実際に、見て、ふれて、学び、発見できる体験展示の空間とな

っております。地下１階の幕末写真館では緊迫した幕末の空気を感じる空間で、龍馬とか

かわりのあった人々、またその関係性を写真でわかりやすく紹介します。 

最後に、裏面をごらんください。保存環境について御説明します。保存環境整備に当た

っての基本的な考え方としては、概念図にありますように、日本古来より伝わるという“貴

重品を「包む」”という考え方を計画全体に取り入れています。貴重な資料を段階的にかつ

高気密・高断熱の建物全体で保護することで、最適な保存環境を保持してまいります。次

の展示・収蔵設備における留意点につきましては、詳しい説明は省略させていただきます

が、記載の事項のとおり貴重な資料を劣化させないよう配慮してまいります。 

基本設計の説明は以上ですが、明治維新 150 年の平成 30 年のオープンに向けまして、

取り組みを進めてまいります。 

説明は以上です。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎浜田（英）委員 今まで、例えば 50 人乗りの大型バスが来たときに、その方々がまとま

ってレクチャーを受けたりする場所がなかったということで、今回ホールを設けたと思う

んですが、このホールは収容人数は最大どのくらいですか。 

◎髙橋文化推進課長 実施設計で詳細は詰めてまいりますけれども、大体 120 名程度は入

れる構造としております。 

◎浜田（英）委員 大型バス２台は何とかいけるという。はい、いいと思います。 

◎坂本（茂）委員 先日、札幌から寄託されて、これらを次リニューアルオープンすると

きに、一つの目玉みたいにもなってくるのかとも思うんですけれども。さらには先日、業

務概要調査でお訪ねしたときに、休館中の展示作品の扱いですね。その間に他県へ仕込み

をしておいて、いざリニューアルオープンしたときに来てもらおうということも館長がお

話しになっていましたけれども、そういうリニューアルオープンに際して、今、ハード面

でのお話があったんですけれども、ソフト面での集客とかに向けた戦略はどうなっている

のか。 
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◎髙橋文化推進課長 現在、館、それと文化財団とも協議を始めておりまして、今後そう

いったのもまとめていくということで現在協議中です。先ほどお話がありましたように、

休館中にはリニューアルオープンのＰＲにつながるような展示とか、発信の仕方はしてい

きたいということで、今、協議をしておるところです。 

◎坂本（茂）委員 札幌から寄託を受けた分については、そこに間に合うという形でのこ

とで。 

◎髙橋文化推進課長 現在、資料としてお預かりをして精査をしている段階でして、その

辺が確定しましたら、きちんとした寄贈の手続などをしていただくということで、調査の

進みぐあいにもよりますけれども、一定の部分はリニューアルのところで見ていただける

ことになってくると思います。 

◎西森委員 確認ですけれど、スケジュールとしてはオープンがいつだったんですか。 

◎髙橋文化推進課長 オープンは明治維新 150 年に当たります、平成 30 年１月を予定して

おります。 

◎西森委員 これは指定管理で今、文化財団が受けてやっていますね。この指定管理が、

今のところは何年でやってるんでしたか。 

◎髙橋文化推進課長 指定管理は５年でやっておりまして、平成 26 年から今３期目という

ことでやっております。 

◎西森委員 そうすると、平成 26 年、27 年、28 年、29 年、30 年で、最後の年は新しいと

ころがちょっとかかってくるんですか。 

◎髙橋文化推進課長 平成 30 年までが今の３期目になりますので、今の３期目ではござい

ますけれども、当然、事業内容が変わってまいりますので、そこでは途中で協議をしなが

ら変更していくということになります。 

◎西森委員 予算が当然ふえてくる形になってこようかと思うんですけれど、どれぐらい

を見込んでいるんですか。 

◎髙橋文化推進課長 予算については今後精査して協議をしていく必要がございますけれ

ども、現在、全体で予算規模そのものは入館収入なども含めまして１億 2,000 万円ぐらい。

そのうち管理代行料が 5,000 万円余りですけれども、館が大きくなりますので当然入場者

もふえてはまいりますけれども、管理経費とか、常設展とか企画展のそういう実施経費が

高くなってまいりますので、これよりはふえていく、規模については今後議論をして精査

をしていきたいと思います。 

◎吉良委員 この館と、自由民権記念館と、龍馬の生まれたまち記念館を連動させて、や

はり高知に訪れた方に提供していく取り組みをぜひ進めていただきたいと思うんですけれ

ども、既存の２つの館なんかとの連携は今どうお考えですか。 

◎髙橋文化推進課長 県内の文化施設ではそういうネットワークなどもございまして、そ
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こで協議をしながら進めてきている部分もございます。また今後、特にリニューアルをし

ますので、連動した取り組みというのは先ほどの高知城歴史博物館も含めて、面的に皆様

が歴史的なものを見ていただいて長い時間楽しんでいただけるような取り組みは進めてい

きたいと考えております。 

◎浜田（英）委員 これは要望ですけれども、熊本城をごらんになったと思います。見事

ですよね。久保議員が今回、国宝についての話もされました。その前に夕刊へも出ました。

国宝になるのを前提で、もしなったらやっぱり三の丸の広場は昔御殿があったわけでして、

残念ながら三の丸御殿の概要とか、あるいは骨組みとか、そんな資料全くないということ

で、文化庁がそこへつくるのを認めるかどうかは別にして、あそこへ何か一つ高知城の歴

史博物館のパート２みたいなのがあれば。この間の動線がちょっと長いですよね。本丸御

殿との間で、懐徳館とこの間へ１つ、例えば三の丸へ１つ欲しいと思います。ぜひとも文

化庁と検討していただいて。 

◎髙橋文化推進課長 高知城は、現在、教育委員会の文化財課が所管していろいろ管理を

しておりまして、高知城歴史博物館ではいろんな山内家の資料の中でいろんなものが今後

出てくるかと思います。そういった研究で、また発信できる部分については高知城歴史博

物館で考えていきたいと思いますけれど、高知城の三の丸の部分については、そういった

お話があったことを教育委員会にお伝えさせていただきます。 

◎浜田（英）委員 文化を考える上で、境を競ってもしかたがない。それは、いろんな各

関係部局が協議をして検討していただきたい。 

◎髙橋文化推進課長 そういった関係のところと話はさせていただきます。 

◎依光委員長 私から１点です。指定管理の話、西森委員からありましたけれども、大事

な時期にまた指定管理ということですが、前回、坂本龍馬記念館のときも、大差がそんな

につかなかったという、自分は認識を持っております。連続性があると思いますし、例え

ば北海道からの寄託も今の学芸員との信頼関係も含めて託したというところで、また指定

管理とかが変わってくると、そこら辺の信頼関係もあるので、そこら辺は慎重にやってい

ただきたい。 

◎髙橋文化推進課長 この指定管理のときに、２期目は坂本龍馬記念館はそういう公募を

して決めたということでしたけれど、３期目から非常に最近専門的な本物のこういう資料

がたくさんできてきて、学芸員の専門性も必要になってくるということでして、３期目か

ら直指定でやらせていただいておりますので、その流れで継続するのであれば、次の平成

31 年からも同じような形で文化財団に直接指定をさせていただくことになってこようか

と思います。 

◎浜田（英）委員 １点だけ。大型バスの動線について確認しておきたいんですが、高知

城歴史博物館の東側の通路へ大型バスが入っていくようになると思いますので、ひろめ市
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場のほうへ一たん大型バスが突っ込んで左折をして、それで裏へとめて、そこでお客さん

をおろして、バスはそこでとどまるんじゃなくて、そのままずっと向こうの藤並の森の裏

の駐車場まで行って、そこで待機をして、そこでお客さんをまた乗せるということでいい

ですか。 

◎髙橋文化推進課長 高知城歴史博物館の場合には、今お話がありましたとおり、東側を

通って、その敷地内でおりていただいて、バスは北側、現在の駐車場に移動していただく。

例えば博物館を先にごらんなった場合には、高知城へ追手門から入って上がっていただい

て、帰りに北からそのままバスでということになろうかと思います。 

◎依光委員長 質疑を終わります。 

以上で、文化生活部を終わります。 

《公営企業局》 

◎依光委員長 次に、公営企業局について行います。 

最初に、議案について、公営企業局長の総括説明を求めます。なお、局長に対する質疑

は、課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、御了承願います。 

◎門田公営企業局長 それでは、公営企業局の提出議案につきまして、総括的に御説明を

させていただきます。 

今回の議案は、病院事業にかかわります専決処分報告の３件です。 

内容につきましては、平成 24 年 11 月から 12 月までの間にあき総合病院に入院してお

られました患者さんに発生した医療事故、また平成 26 年 12 月、幡多けんみん病院で発生

しました医療事故に対する損害賠償の額の決定に関する専決処分報告と、その損害賠償金

6,100 万円の補正予算の専決処分です。 

改めまして、亡くなられたお二方の御冥福をお祈りいたしますとともに、御遺族の皆様

に心からおわびを申し上げます。 

二度とこのような事故が起こらないよう再発防止を徹底し、県民の皆様からの県立病院

への信頼におこたえすべく、努めてまいります。 

詳細につきましては、県立病院課長から御説明させていただきます。 

私からは以上です。 

◎依光委員長 続いて、所管課の説明を求めます。 

〈県立病院課〉 

◎依光委員長 県立病院課の説明を求めます。 

◎安岡県立病院課長 それでは、提出議案につきまして説明をさせていただきます。条例

その他議案です。 

まず、資料③の条例その他議案の 110 ページをお願いします。報第２号議案、損害賠償

の額の決定の専決処分報告について説明させていただきます。これはあき総合病院におき
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まして、平成 24 年に発生をした医療事故に関する損害賠償の額の決定に関する専決処分に

ついての報告です。 

まず、医療事故の概要について説明させていただきます。資料の２、事件の概要のとこ

ろをごらんください。平成 24年 11月から 12月までの間、高知県立あき総合病院において、

入院中の患者に対し、長期間服用していた薬剤を処方せず、また、退院の際に紹介先医療

機関への診療情報提供書に当該薬剤の処方について記載しなかったことから、当該薬剤の

服用が再開されず、患者が高度な障害を発症して、その後死亡するという残念な事故がご

ざいました。 

この医療事故は県において損害賠償を行う必要があり、事故後亡くなられた方の相続人

の方々と損害賠償について話し合いを重ねてまいりましたが、このたび、損害賠償につい

て合意が得られ、早急に支払う必要が認められたため、平成 27 年６月８日に専決処分を行

ったものです。損害賠償の額は 3,500 万円です。その後、６月 11 日に示談書を締結し、６

月 18 日にお支払いをしております。なお、損害賠償金につきましては、全額、病院賠償責

任保険の保険金で賄うことになっております。 

次に、資料の 111 ページをお願いします。報第３号議案、損害賠償の額の決定の専決処

分報告について説明します。これは幡多けんみん病院において、平成 26 年に発生した医療

事故に関する損害賠償の額の決定に関する専決処分についての報告です。 

医療事故の概要ですが、２の事件の概要をごらんください。平成 26 年 12 月、高知県立

幡多けんみん病院において、入院中の患者に対し、入院時にアレルギー確認を行っていた

薬剤と同種の抗生剤を投与したことにより、患者が重篤なアナフィラキシーショックを発

症して、死亡したという残念な医療事故です。 

この医療事故につきましても、県において損害賠償を行う必要があり、事故後、亡くな

られた方の相続人の方々と損害賠償について話し合いを重ねてまいりましたが、このたび、

損害賠償について合意が得られ、早急に支払う必要があると認められたため、平成 27 年６

月８日に専決処分を行ったものです。損害賠償の額は 2,600 万円です。その後、６月９日

に示談書を締結し、６月 16 日にお支払いをしております。なお、この件に関しましても、

損害賠償金につきましては、先ほどと同様に、全額、病院賠償責任保険の保険金で賄うこ

とになっております。 

続きまして、107 ページをお願いします。報第１号議案、平成 27 年度高知県病院事業会

計補正予算の専決処分報告について説明をさせていただきます。これは先ほど説明しまし

た、あき総合病院と幡多けんみん病院での医療事故に関する損害賠償金について、予算の

補正を専決させていただいたものです。 

108 ページから 109 ページをお願いします。まず、収入ですが、保険会社からの保険金

を医業外収益として、あき総合病院に 3,500 万円、幡多けんみん病院に 2,600 万円を増額
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補正しております。次に、支出ですが、医業外費用として、あき総合病院に 3,500 万円、

幡多けんみん病院に 2,600 万円を増額補正しているところです。今回の２つの医療事故に

つきましては、医療安全に対する危機管理意識をしっかり持って対応していれば防ぐこと

ができた事故です。そのため、両病院では事故の再発防止に向けて、研修や医療安全管理

者等が院内を巡回して医療安全の取り組み状況等をチェックするなどして、職員の危機管

理意識の徹底を図っているところです。あわせまして、電子カルテシステムを改修しまし

て、コンピューターによるチェック機能等を強化させることで、再発防止に取り組んでい

くこととしております。特に、幡多けんみん病院では、現在、外部委員を含む調査委員会

におきまして、事故の検証等をしていただいているところです。報告書をいただきました

ら、その内容につきましては、あき総合病院とも共有をいたしまして、事故の再発防止に

努めてまいりますとともに、御遺族の方にも丁寧に説明をしてまいります。 

◎依光委員長 質疑を行います。 

◎浜田（英）委員 参考までお聞きしたいんですけれども、こうした医療事故に対する保

険金は、年間どのぐらい掛け金があるんですか。 

◎安岡県立病院課長 両病院を合わせまして、昨年度で 1,700 万円です。 

◎吉良委員 幡多けんみん病院にかかわって、私どものところに当事者からメールが届い

ております。その内容は示談が成立したといっても、どうも納得をしていないような内容

だったんですけれども。現在、第三者委員会で調査中ということですけれども、そのスケ

ジュール的なこと、それから、今どういう人員体制でどのような方が調査員に入って、調

査をなさってるのかも含めてお聞きしておきたいと思います。 

◎安岡県立病院課長 まず、示談につきましては、双方、代理人である弁護士を通じまし

て締結をされたものでして、その手続上、特に何ら問題がないと考えているところです。 

委員会の状況ですけれども、８名の委員で構成をしております。外部の委員は３名の方

になっていただいておりまして、第１回目の会議は３月 23 日に第１回目を開催しまして、

２回目が６月 22 日に開催をしているところです。今、報告書の素案を検討していただいて

いるところでして、はっきりとした時期等は申し上げられませんけれども、報告書をいた

だけることになっています。 

◎吉良委員 代理人のその弁護士の方等は問題がないということですけれども、当事者の

方が議員に対して納得できないということを送ってくるということは、相当のことだと思

うんです。調査委員会もやっているわけですけれども、やはり県としても、お亡くなりに

なった当事者に対して十分お話を伺って対応していくことが必要だと思うんですけれども、

それについては意見はありますか。 

◎門田公営企業局長 御遺族とは十分に御説明したいと思います。この前の 22 日の会の内

容につきましても、御遺族には御説明も差し上げておりますので、今後とも丁寧な説明に
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努めてまいりたいと思います。 

◎坂本（茂）委員 外部調査委員会で議論されている中で、なぜ、こういう医療事故が起

きたのかとかいうことは分析されるんでしょうけれども、こういうことが起きたときに、

職員として、あるいは病院側としての説明責任は問われていると。そのことが不十分だっ

たのか、その対応がどうだったのかによっても、先ほど吉良委員が言われたことにも場合

によってはつながっていることもあるかもしれない。そういう意味では、外部調査委員会

ではそういったやむを得ず発生したときに、どう説明責任を果たすのかいうところの議論

はされているんでしょうか。それはまた別の問題になってくるんでしょうか。 

◎門田公営企業局長 外部委員でそこまでというところではございませんけれども、こと

しの４月に県立病院課と、県立病院２つの病院とで集まる会がございまして、その中では、

専門家である損害保険会社の方を講師としてお招きをしまして、あってはならないことで

すけれども、事故後の対応につきましても、両病院の幹部あわせまして研修を行ったとこ

ろです。そういうところについても、今後とも気をつけていきたいと考えております。 

◎依光委員長 私からも、再発防止にぜひとも努めていただきたいと要請をさせていただ

きます。 

質疑を終わります。 

以上で、公営企業局を終わります。 

 お諮りいたします。 

執行部より説明を受け、審査いたしました予算議案１件、条例その他議案６件、報告議

案３件について、これより採決を行いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

（異議なし） 

◎依光委員長 それでは、これより採決を行います。 

第１号議案「平成 27 年度高知県一般会計補正予算」を原案どおり可決することに賛成

の委員の挙手を求めます。 

（賛成委員挙手） 

◎依光委員長 全員挙手であります。よって、第１号議案は、全会一致をもって原案どお

り可決することに決しました。 

次に、第２号議案「高知県立高知城歴史博物館の設置及び管理に関する条例議案」を原

案どおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。 

（賛成委員挙手） 

◎依光委員長 全員挙手であります。よって、第２号議案は、全会一致をもって原案どお

り可決することに決しました。 

次に、第 10 号議案「高知県南海トラフ地震による災害に強い地域社会づくり条例の一

部を改正する条例議案」から、第 12 号議案「高知県指定介護予防サービス等の事業の人員、
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設備及び運営等に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例議案」まで、以上３件

の議案については、一括して採決を行いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

（異議なし） 

◎依光委員長 それでは、以上３件の議案を一括採決いたします。 

第 10 号議案から第 12 号議案まで、以上３件の議案を原案どおり可決することに賛成の

委員の挙手を求めます。 

（賛成委員挙手） 

◎依光委員長 全員挙手であります。よって、第 10 号議案から第 12 号議案までは、全会

一致をもって原案どおり可決することに決しました。 

次に、第 16 号議案「保健衛生総合庁舎改築主体工事請負契約の締結に関する議案」を

原案どおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。 

（賛成委員挙手） 

◎依光委員長 全員挙手であります。よって、第 16 号議案は、全会一致をもって原案どお

り可決することに決しました。 

次に、第 18 号議案「高知県公立大学法人に係る中期目標の一部変更に関する議案」を

原案どおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。 

（賛成委員挙手） 

◎依光委員長 全員挙手であります。よって、第 18 号議案は、全会一致をもって原案どお

り可決することに決しました。 

次に、報第１号議案「平成 27 年度高知県病院事業会計補正予算の専決処分報告」から、

報第３号議案「損害賠償の額の決定の専決処分報告」まで、以上３件の議案については、

一括して採決を行いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

（異議なし） 

◎依光委員長 それでは、以上３件の議案を一括採決いたします。 

報第１号議案から報第３号議案まで、以上３件の議案を原案どおり承認することに賛成

の委員の挙手を求めます。 

（賛成委員挙手） 

◎依光委員長 全員挙手であります。よって、報第１号議案から報第３号議案までは、全

会一致をもって原案どおり承認することに決しました。 

それでは、執行部は退席願います。 

（執行部退席） 

◎依光委員長 以上で、本日の日程はすべて終了いたしました。 

それでは、あすは休会とし、８日水曜日の午後１時から委員長報告の取りまとめ等を行

いますので、よろしくお願いいたします。 
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本日の委員会はこれで終了をいたします。            （14 時 57 分閉会） 

 


